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グローバル時代におけるＩＣＴ政策に関するタスクフォース 

「過去の競争政策のレビュー部会」第９回会合 

「電気通信市場の環境変化への対応検討部会（第９回）」 

（２部会合同） 

 

１．日時 ：平成２２年４月２０日（火）１６：３０～２０：３０ 

２．場所 ：総務省地下２階講堂 

３．出席者 

 （１）構成員（座長・座長代理を除き五十音順、敬称略） 

   【過去の競争政策のレビュー部会】 

   黒川 和美（座長）、相田 仁（座長代理）、岸 博幸、北 俊一、中島 厚志、 

舟田 正之、町田 徹 

   【電気通信市場の環境変化への対応検討部会】 

   山内 弘隆（座長）、徳田 英幸（座長代理）、國領 二郎、藤原 洋、吉川 尚宏 

 （２）総務省 

   原口総務大臣、内藤総務副大臣、長谷川総務大臣政務官、小笠原総務審議官、寺﨑

総務審議官、利根川情報通信国際戦略局長、山川情報流通行政局長、桜井総合通信

基盤局長、田中官房長、原政策統括官、谷情報通信国際戦略局次長、福岡電気通信

事業部長、吉田電波部長、高﨑総合研究官、山田総務課長、淵江事業政策課長、古

市料金サービス課長 

４．議事 

 （１）株式会社ケイ・オプティコムからの説明 

（２）株式会社ジュピターテレコムからの説明 

（３）テレコムサービス協会からの説明 

（４）株式会社イー･アクセスからの説明 

（５）ソフトバンク株式会社からの説明 

（６）ＫＤＤＩ株式会社からの説明 

（７）日本電信電話株式会社からの説明 

５．議事録 

【黒川座長】  それでは、定刻となりましたので、グローバル時代におけるＩＣＴ政策



 -2- 

に関するタスクフォース、過去の競争政策のレビュー部会及び電気通信市場の環境変化へ

の対応検討部会の第９回会合を開催させていただきます。今回は両部会の合同開催により、

関係する事業者団体からのヒアリングを行うことにしております。ヒアリングの議事進行

は、過去の競争政策のレビュー部会座長の私が務めさせていただきます。よろしくお願い

いたします。 

 前回と違いまして、今日は順番を真っ逆さまにしましたので、ケイ・オプティコムさん

から順番にプレゼンテーションをしていただきたいと思っています。 

 さて、本日のヒアリングの進め方ですけれども、入れかえ制とさせていただきたいと思

います。各社団体の方は、ご自身のヒアリングの順番が来ましたら、テーブルに着席し、

説明をいただきたいと思います。説明終了後は質疑応答に対応していただき、それが終わ

りましたら、次のヒアリングの方と交代していただきたいと考えています。なお、事前に

構成員から質問事項をいただいておりますが、その回答は各社団体の資料として添付して

おります。 

 それでは、最初に内藤副大臣にごあいさつをいただけるという話でしたけれども、今、

政務三役会議がまだ長引いていて、お見えになったらごあいさつをいただくということで、

早速時間ですので、最初のヒアリングを始めたいと思います。 

 それではまず、株式会社ケイ・オプティコムよりご説明をお願いいたします。大変恐縮

ですけれども、時間１０分を厳守していただいてお進め願いたいと思います。よろしくお

願いいたします。 

【ケイ・オプティコム（藤野）】  ケイ・オプティコム社長をしております藤野でござい

ます。本日は発表の機会を与えていただきましてありがとうございます。それでは用意し

ました資料、前にプロジェクターにありますので、それを中心に発表させていただきます。 

 まず、１ページ目でございますが、私ども地方のインフラ系の事業者ということで、北

海道から沖縄まで、首都圏を除きまして、全国で９社ございます。これまでの累積総投資

額２兆１,０００億円、光ケーブルの物量で４５万キロメートル、法人顧客は８,３００社、

ＦＴＴＨの加入者で１８５万件というところまで至っております。 

 私ども地域の事業者から見ました今回のスキームに対する基本的な考えでございます。

まず、競争のないところでは何も生まれないというのを原則的に考えております。したが

いまして、複数事業者によりまして、活発な競争が展開される環境を形成することが必要

ではないかということ。また、設備投資に関しまして、引き続き投資インセンティブを確
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保して、サービス競争と設備競争の両方、バランスをとって促進していくということが必

要ではないかと考えております。さらに、ブロードバンドということでございますが、Ｆ

ＴＴＨ以外に、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、携帯電話等、既にブロードバンド的に多様化してお

りますアクセス手段がございますので、利用者がみずからのライフスタイルやニーズにあ

ったものを選択できるということが、引き続き必要ではないかと。この３点を基本的に考

えております。 

 それでは「光の道」の構想の実現にあたって留意すべき点として、３点ほど挙げさせて

いただきます。まず、エリアを大きく分けますと、インフラが整備済みのエリアというの

があると思います。それとインフラがまだ未整備のエリアがあると思います。インフラが

整備済みのエリアにつきましては、今度は活用の普及率、この向上のために多様な利活用

の提案による需要喚起が極めて重要でありまして、この地域につきましては、インフラ整

備の議論は不要ではないかということであります。 

 続きまして、民間事業者がインフラ整備を行うということを基本に考えるんですが、条

件不利地域というのがございまして、その地域に関しましては、民間事業者だけではかな

り整備が難しいということもあります。地方の自治体を通じて、公的な支援を行いながら

整備を進めることが妥当ではないかということで、知恵と資源を集中投下し、スピードを

加速する必要があると考えております。 

 さらに、「独立したアクセス網の整備主体」を設けることに関しましては、コスト負担の

ひずみを生みまして、その結果、地方が衰退し、インフラの脆弱化という影を生みかねな

いと考えております。これは結果的に「光の道」に逆行するのではないかということであ

ります。このあたりを少し詳しくご説明いたします。 

 次のページ、実施すべき施策ということで先ほどとダブりますが、現状認識①のところ

では、インフラが既に整備された地域、この地域はすぐにもサービスが利用できる地域で

ございます。ところが、そういう地域でありましても、それを利用しない人が存在すると

いうこともあります。従いまして、民間・行政それぞれの立場から利活用策を提案し、需

要を喚起することが重要ではないか。民間は、モバイルや放送との組み合わせ等、行政は

行政手続の簡素化とか電子化といった利活用策をやりまして、それからインフラをやって

いくということで、今すぐのインフラの議論は不要ではないかということであります。 

 現状認識②のところで、条件不利地域、この地域につきましてはインフラ整備ができて

おりませんので、民間事業者に対しまして、自治体を通じての公的支援を行いながら、整
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備を推進するのが妥当ではないか。この場合でもやはり競争というのを重視しまして、競

争入札等で民間の創意工夫を引き出し、最小限の支援の規模にとどめるということが肝要

ではないかと。いずれにしましても民間と行政の知恵と資源を集中投下することで、「光の

道」構想実現に向けて、インフラ整備のスピードを加速するということであります。 

 続きまして４ページでございますが、懸念される影の部分のご説明であります。「独立し

たアクセス網の整備主体」を設け、独占的にインフラ整備を行う、こういう案があるかも

しれませんが、これはさまざまな影を生みかねないと考えております。１つはコスト負担

に関しまして、過大な需要想定をもとにした、過剰に安価な料金設定によりまして、資本

回収を不能にし、そのツケは結果的に国民や利用者に返ってくるということ。さらに、設

備の維持コストというのが重要でありまして、それをあまりにも低く見積もりますと、イ

ンフラ品質の低下を招く。やはりメンテナンスできませんので、低下を招き、安定的かつ

良好なサービスを受けるべき利用者の権利を最終的には阻害していくということを考えて

おります。 

 次、地方の衰退という視点でありますが、地方に根づいて地道にインフラを整備し、世

界最先端のインフラ基盤構築の一翼を担ってきた事業者を撤退に追い込むのではないか。

地方の個人生活や企業生活を下支えしてきた事業者がいなくなるだけでなく、地方の経

済・雇用にも影響するのではないか。これが国力を弱めることにつながると考えておりま

す。 

 続きまして、インフラの脆弱化という視点。複数事業者がインフラ整備を担うというこ

とで、リーズナブルで、かつ高い信頼性が確保できる企業向け回線、これは現在キャリア

ダイバーシティーと呼びまして、複数の事業者がルート等を分けまして、冗長構成をして

おりますが、そういうことは担保できなくなります。さらにインフラ独占で、設備の高度

化・多様化のインセンティブがなくなり、イノベーションも起こらなくなります。したが

って、インフラの多様性・信頼性が確保されなくなるおそれがあると考えております。 

 次のページです。したがいまして、日本の将来のインフラ像を決定づける議論であるか

らこそ、拙速かつ不公正な形で結論づけるというのは避けまして、まず、「光の道」構想実

現のために具体的な方策案というものを広く示してもらうほうがいいかと思います。現在

まだ、きちっとした形では案が示されたとは考えておりません。さらに、その具体的な方

策案につきまして、十分な国民的コンセンサスの醸成を図るべきであろうということであ

ります。いずれにしても長い目で見て、国民や利用者の利益となるのか、特定キャリアだ
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けを利することにならないかということを十分に考えていく必要があると考えております。 

 続きまして、「光の道」実現のヒントということで、近畿２府４県の競争状況につきまし

て、少しお時間をいただいて説明をさせていただきたいと思います。 

 まず、ＦＴＴＨの都道府県別世帯普及率でございます。昨年の１２月末でございますが、

近畿の２府４県――滋賀県、京都府、大阪府等は全国平均以上のＦＴＴＨの普及率になっ

ております。１位が滋賀県、２位が東京都、３位４位が京都府、大阪府というぐあいに、

全国平均以上であります。ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ等の普及率もそれなりにありまして、合計

しますと黒い実線の部分になるわけであります。光だけを見ておりますと、これだけの普

及率があるということはなかなか気がつきませんが、３つを考えましてもこれだけあると

いうことを忘れることはできないかと思います。 

 ８ページでございますが、インフラ系の事業者であるからこそ、料金競争ができるとい

うことでありまして、関西ではＮＴＴ西日本さん、Ｊ：ＣＯＭさん、当社、この３社が三

つどもえの設備競争をしておりまして、設備競争の上ではリスクを背負っておるわけであ

りますが、そういう競争をすることによりまして、結果的にはサービス競争につながり、

料金競争にもつながっていくということで、利用者の利便性の向上に貢献できていると考

えております。 

 次のページでございますが、アクセス網でのサービス競争ということで、光ファイバー

の両端にはＯＮＵ、ＯＳＵ、ＡＭＰというのがあるかと思います。これを含めた設備競争

をすべしということでありますが、新しいサービスをする上では、設備競争の両端の機械

の共用だけを考えておったのでは新しいサービスは生み出せないと考えております。当社

の実例ですが、１００メガサービスから１ギガサービス、光ＣＡＴＶサービスというのを

広げていく場合に、すべて別のネットワークという形で設備を広げてまいりました。こう

いう視点は忘れることはできないかと思います。 

 次にインフラ整備をするためにはどうかということですが、現在、当社の場合、関西地

域で９割の世帯カバー率になっております。これはＮＴＴ西日本さんも同じであります。

ここまでの設備カバー率に持っていくために、道路占用であるとか、道路使用であるとか、

電柱共架であるとか、電柱民地承諾であるとかいろいろな手続を逐次、地道にやってきた、

その結果であります。大変手間がかかる手続であります。この手続を省くというような、

惜しむというような事業者が出てくるのであれば、これは大変遺憾なことと考えておりま

す。 
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 １１ページに、行政支援によるエリア拡大ということで、これまでも――青、緑、黄色

というのが現在サービスしているところでありますが、それ以外のところに、行政さんと

協力しながらエリアを拡大してまいりました。これは条件不利地域をなくす活動でありま

す。 

 最後にまとめでございますが、基本的な考えは、公平・公正な競争条件をもとに、設備

投資インセンティブを確保し、民間会社によってインフラ整備・サービス提供していくと

いう原則を堅持すべきである。「独立したアクセス網の整備主体」の設置等による独占的な

インフラ整備は、コストのひずみ、地方の衰退、インフラの脆弱化を招くと考えておりま

す。 

 実施すべき方策としまして、民間事業者が整備を行うことを基本としつつ、条件不利地

域では民間事業者に対して、自治体を通じて公的支援を行いながら、整備を促進すべきと

いうことであります。これは従来の支援策をさらに充実・強化させることと考えておりま

す。インフラが整備された地域では、インフラ整備の議論は不要ということであります。

何よりも、公正・公平な形で結論づけるべきでありまして、広く国民の十分なコンセンサ

スというものを図ることが必要かと考えております。 

 以上でございます。 

【黒川座長】  ありがとうございました。それでは、ただいまのご説明について、ご質

問、ご意見がありましたら挙手の上、発言をお願いします。なお、本日はマイクの数に限

りがありますので、ご発言の際にお近くのマイクをご使用していただきたいと思います。

私のほうから見えにくいので、質問のある方は大きく手を挙げていただけますか。よろし

いですか。 

 はい、中島さん。 

【中島構成員】  みずほ総研の中島です。どうもありがとうございました。 

 １つ質問したい。全体のご趣旨を承ったのですけれども、その中で、民間事業者が競争

しながらやっていくということが、全体としての国民の利益というか、あるいは全体とし

ての経済合理性にもつながっていくのだというお話であるように承りました。確かに、競

争が行われない、独占的に行われるということで、さまざまな影があるというお話は理念

的にはわかるのですけれども、具体的に、例えば競争阻害されるこういうことがあったと

か、何かそういう実例というのはおありですか。あるいは、競争していることによって逆

にこれだけコストが下がっているという実例でも結構ですが、おありですか。 
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【ケイ・オプティコム（藤野）】  競争でコストが下がったというのは、８ページのとこ

ろでわかりますように、昔は光のいろいろなサービスの料金が１万円をはるかに超える料

金でやっておったわけですが、現在は、ネットの場合は４,９００円、さらに電話とセット

の場合でも５,２００円、テレビが入っても１万円でお釣りがくる８,７００円まで値段が

下がっております。これはやはりＮＴＴさん、Ｊ：ＣＯＭさんとの競争の結果、生まれた

成果ではないかということであります。 

 その次……。 

【中島構成員】  すみません。今のところですが、それはいわゆるサービス競争といっ

たイメージがするのですけれども、インフラ設置による競争の面と理解してよろしいです

か。 

【ケイ・オプティコム（藤野）】  それは、新しいサービスをつくる上には、インフラが

なかったらつくれないと考えておりまして、資料の９ページなんですが、Ｅ－ＰＯＮで当

初１００メガのサービスをしておるんですが、一般の方に２００メガ、さらに１ギガのサ

ービスを追加していくというときには、設備を共用できないんですね。やはり、ＧＥ－Ｐ

ＯＮとかＡＭＰとかいうのをみずから置いて、別のファイバーを使ってということですか

ら、これは設備競争をした結果、そういうことが可能になってくるわけです。まとめて光

ファイバーを張った資産があって、それを活用していくということですから。 

【中島構成員】  ありがとうございました。 

【黒川座長】  ほかにどなたがございますか。 

【吉川構成員】  Ａ・Ｔ・カーニーの吉川と申します。 

 ケイ・オプティコムさんの場合は、非常に設備投資を一生懸命やってこられたというこ

となんですが、その結果、カバーしている２府４県、結構、光の普及率高いんですが、設

備を売って設けようという、一種無謀かもしれないと最初は思われたと思うんですけれど

も、やってこられた動機というのはどの辺にあるのでしょうか。ちょっとこれは本来でい

うと、ほかの電力会社さんの通信会社さんと比較する必要があると思うんですが、ここま

でやられてきたモチベーションというのでしょうか、それはどの辺におありだったんでし

ょうか。 

【ケイ・オプティコム（藤野）】  もともと電力会社も地域系事業者も地域に根差してい

るわけですから、地域が活性化して、お金を生み出さなかったら全然話にならないわけで

す。何とか地域を活性化したいということもありまして、少し無謀かもしれませんがドッ
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と設備投資をしまして、それでお客さんをたくさんとることによって採算分岐点を超えて、

事業を継続させていこうということで今までやってきたわけです。基本はやはり、地方の

活性化ということであります。 

【黒川座長】  ほかの構成員の方、ありますか。よろしいですか。 

 はい、國領さん。 

【國領構成員】  すいません。４ページの「コスト負担の歪み」というところで、過大

な需要想定をもとにしたというところなんですけれども、ちょっとやっぱり、いろいろ議

論をお伺いしていて、いろいろな方から聞かせていただいて、このコストというのがあま

りに高い話から低い話、１,０００円台でできるんじゃないかとかという議論から、今、多

分ダークファイバーだと４,０００円ぐらいだと思うんですけれども、前の話からすごい幅

があって、これをどう考えればいいのかというのがちょっとわかりにくいんですけれども、

コメントをお願いできますか。 

【ケイ・オプティコム（藤野）】  非常に安い値段を提示されている方の内訳がよくわか

りませんので何とも言えませんが、コストの中には初期投資の額だけと違って、それをラ

ンニングしていくときのメンテナンスコストとか、それから建設途中で、例えば道路占用

であるとか、電柱共架であるとか、いろいろな手続、その中には地主からいろいろなクレ

ームが来たりという問題もあります。維持の場合もそうですけれども、そういう間接的と

いうか、附帯するコストがそれなりにあるんです。そういうことをどの程度織り込んでお

られるかというのが知りたいところなんです。そういうのを織り込みますと、１,０００円

台で光ファイバーの提供ができるかと甚だ疑問ではないかと考えております。 

【黒川座長】  國領さん、オーケーですか？ 

【國領構成員】  はい。 

【黒川座長】  ほかに。今日は時間が限られていますので、まだあるかと思いますけれ

ども、次の株式会社ジュピターテレコムさんのご説明に移りたいと思います。どうもあり

がとうございました。 

 この間、内藤副大臣、何かごあいさつあれば。いいですか。よろしいですか。 

【内藤総務副大臣】  いや、結構でございます。 

【黒川座長】  そうですか。 

 準備整いましたか。それでは次に、株式会社ジュピターテレコムよりご説明をお願いい

たします。よろしくお願いいたします。 
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【ジュピターテレコム（森泉）】  ジュピターテレコムの森泉でございます。このたびは

発言の機会をいただきましてまことにありがとうございます。本日はケーブルテレビ事業

者の立場から意見を述べさせていただきますが、説明に入る前に、一言申し上げさせてい

ただきます。 

 私どもケーブルテレビ事業者は、ケーブルテレビのインフラが国民生活に浸透し、地デ

ジ対策や超高速ブロードバンドサービスの普及に貢献していると自負しておりますが、

「光の道」構想ではＦＴＴＨの利活用のみに議論が終始しておりまして、その点につきま

しては甚だ遺憾に思っています。 

 それでは、私どもがやってきたことにつきまして、改めまして皆様にご認識していただ

くためにも、まずはケーブルテレビの国民生活への貢献度につきましてご説明させていた

だきます。 

 １ページをごらんください。このグラフはケーブルテレビのホームパスと接続世帯数を

示しております。ごらんいただきますとおり、国内約４,９００万世帯のうち、ケーブルテ

レビ事業者のサービスを提供可能な世帯数は約８８％でありまして、このうちケーブルテ

レビ事業者のサービスを実際にご利用いただいている世帯は約６４％、３,１００万世帯と

なっております。このことから、ケーブルテレビのネットワークは、６割以上の国民の皆

様が利用している、生活に密着したインフラサービスであるということがおわかりいただ

けるのではないかと思います。 

 ネットワークの総延長は約２４万キロメートルにも及び、これを利用して、いち早く放

送と通信を融合したサービスを提供してまいりました。電柱や管路などを持たない私ども

が長年にわたって、みずから血のにじむような努力を行い、インフラを構築してきたこと

を、ぜひご理解いただきたいと考えております。 

 ２ページをごらんください。ここではケーブルテレビ事業者が担ってきた地デジ対策と

地域貢献、特にデジタルデバイドの解消についてご説明させていただきます。ケーブルテ

レビ事業者は国策である地デジ対策に先陣を切って協力し、地デジの普及に大きく貢献し

てまいりました。先ほども申し上げましたとおり、６割以上の世帯がケーブルテレビ事業

者のサービスを利用しておりますので、今後も地デジ普及に最も貢献できるのは、他なら

ぬケーブルテレビ事業者であります。 

 重ねて、このたび当社は総務省さんの要請により、デジアナ変換の実施を決定いたしま

した。これは地デジ化のスムーズな移行に貢献するとともに、アナログテレビの廃棄問題
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など、エコにも役立つものであります。また、サービスが充実していくにつれ、特に高齢

者の方へのわかりやすい説明が重要となってまいります。このようなお客様にきめ細かく

対応しデジタルデバイドを解消することも、地域密着で事業を行っているケーブルテレビ

事業者の役割と考えております。 

 このように、ケーブルテレビのインフラは広く生活に浸透し、重要な地位を占めており

ますが、「光の道」構想ではＦＴＴＨの利活用のみに議論が終始しており、非常に残念なこ

とであります。政策の検討・立案に当たっては、私どものような現場の声をもっと早い段

階で聞くべきであり、今後はぜひ考慮いただきたいと考えます。 

 ３ページをごらんください。ここではインターネットサービスの競争状況についてご説

明いたします。ごらんのとおり、日本のインターネットサービスは、設備競争とサービス

競争が競争することで発展を遂げてまいりました。当初、インターネットサービスは従量

制であるダイアルアップだけでしたが、私どもが設備競争に参入し、常時接続で定額性の

サービスを初めて提供いたしました。その後、ＡＤＳＬ業者によるサービス競争や、ケー

ブルテレビ事業者とＦＴＴＨ事業者による設備競争の促進で、より低廉で高速なサービス

が実現されたと認識しております。このことからも、設備競争を軸としたサービス競争は

もちろんのこと、多様なネットワークの登場による技術革新が、ブロードバンドサービス

の普及や高速化に大きな影響を与えていることがご理解いただけると思います。 

 なお、ケーブルインターネットではどのようなアプリケーションでもスムーズに利用可

能な３０メガや１６０メガのサービスをメーンで提供しており、当社では新規加入の約７

１％のお客様が超高速ブロードバンドサービスの加入者となっております。もちろん、技

術的にもＤＯＣＳＩＳ３.０規格などの活用による、さらなる高速化や低廉化の実現が可能

であります。 

 ４ページをごらんください。これを踏まえまして、ここでは「光の道」構想の実現に向

けた検討の進め方について提案いたします。設備競争はネットワークやサービスの技術革

新を行うために必要不可欠です。設備競争があるからこそ、多種多様なサービスが誕生し、

国民の利便性が向上いたします。よって、「光の道」構想はＦＴＴＨだけではなく、ＨＦＣ

や無線など、多様なネットワークによる公正な設備競争を軸とし、適切なサービス競争を

組み合わせて実現すべきであると考えております。 

 公正な設備競争を担保するためには、現在「光の道」構想で論点に挙がっている、特定

事業者に対する助成や補てんへの透明性確保が必要であります。 
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 以上のことから当社は、助成や補てんの対象となり得る、超高速ブロードバンドサービ

スが利用できないルーラルエリアとそれ以外に分け、それぞれの目的に応じた施策を検討

すべきであると考えております。 

 施策案については５ページ以降でご説明いたします。ここでは「光の道」実現に向けた

公正競争のあり方について提案させていただきます。資料では全国の約９０％を占める、

超高速ブロードバンドサービスが利用できるエリアと利用できないエリアに分け、エリア

ごとに目的、競争環境のあり方、施策の内容を記載させていただいております。 

 まずＨＦＣを含む、超高速ブロードバンドが利用できるエリアですが、ここでは既にイ

ンフラは整っております。したがって目的は利活用の促進であり、そのためには設備競争

やサービス競争の共存が必要であると思っております。利活用の促進ではサービスの高度

化・低廉化を目的とした公正な設備競争の促進、ドミナント、レバレッジ規制の堅持、活

用業務の認可制度の見直し、アプリケーションの多様化や高度化などの施策が必要である

と考えております。特にドミナント、レバレッジ規制、活用業務制度については、フレッ

ツテレビによる自主的な放送参入や、収益性を無視した獲得インセンティブの投入など、

現在のＮＴＴに対する規制は形骸化しており、市場支配力は依然として大きいことから、

早期に見直すべきであると考えております。 

 次に利用的できないルーラルエリアについては、６ページで説明させていただきます。

ルーラルエリアにおけるユルバーサルアクセスの提供主体は、どのようなプレーヤーでも

参入可能にすべきと考えております。対象エリアは行政区域ごとに支援要件さえ満たせば、

ケーブルテレビ事業者や通信事業者はもとより、新規事業者でも参入が可能とすべきと考

えています。選定された事業者は、自治体が構築した光ファイバーを借りるなど、既に実

績がある支援形態も含め、さまざまなインフラ整備の方法について検討が必要であると考

えます。また、運用補てんはユニバーサルサービス制度を改革して実施すべきと考えます。 

 次に利活用の活用ですが、ユニバーサルアクセスの提供主体はボトルネック設備を有し

ているため、上位レイヤーに対してドミナント的な影響力を与え、サービス競争が阻害さ

れるおそれがあります。よって、設備競争が存在する都市エリアより、同等以上のオープ

ン化の義務を負うべきであり、これがサービス競争を活性化し、利活用の促進につながる

と考えます。 

 ７ページをごらんください。最後に「光の道」構想実現に向けて、改めて意見を申し上

げます。「光の道」構想は、ＦＴＴＨやＨＦＣなど多様なネットワークによる公正な設備競
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争を軸とし、適切なサービス競争を組み合わせて実現すべきということであります。全国

エリアでのＮＴＴの構造分離や機能分離は、国の助成や補てんなどがある場合、公正な設

備競争を否定することであり、独占の加速や地域の衰弱につながるおそれがあることから、

慎重な検討が必要であると考えます。 

 加えて、次のような課題の整理を慎重に行うべきです。公正な設備競争の必要性につい

て、もっと議論すべきではないか。ＮＴＴのアクセス分離は、ほんとうにサービス競争を

促進させるのか。ＰＳＴＮのマイグレーションがユニバーサルに転嫁されるおそれがあり、

もっと慎重に議論すべきではないか。アクセス会社で提供するインフラはＦＴＴＨのみな

らず、ＨＦＣと、ＦＴＴＮや無線などを含めて検討すべきではないか。ＮＴＴの上位レイ

ヤーの機能統合に発展し、独占が拡大するおそれはないか。ぜひ、これらの課題につきま

しても議論いただきますようにお願い申し上げます。 

 以上でプレゼンを終わらせていただきます。ご清聴ありがとうございました。 

【黒川座長】  ありがとうございました。それでは、ただいまのご説明について、ご質

問、ご意見がありましたら挙手の上、ご発言をお願いしたいと思います。 

 はい、相田さん。 

【相田座長代理】  「光の道」、必ずしもＦＴＴＨには限らないんじゃないかというのは

ごもっともなんですけれども、ちょっと教えていただきたいのは、Ｊ：ＣＯＭさんという

よりかは、地方ＣＡＴＶ事業者さん全体として、ＩＲＵによる光ファイバーを使ってＨＦ

Ｃを構築された例があると後ろに書いておられるんですけれども、他の通信事業者が引か

れたファイバー等を利用して、そこにＨＦＣを構築して、その通信事業者とサービス競争

というんでしょうか、競争をやっているとういうケースはどのぐらいあるのか教えていた

だければと思うんですけれども。 

【ジュピターテレコム（森泉）】  私どもの使っているネットワークは、ＨＦＣ、ハイブ

リッド方式で、幹線までは光を用いまして、ノードからご家庭までは同軸ケーブルを利用

しているという、同軸ケーブルと光を組み合わせた、いわゆるハイブリッド方式なわけで

して、その幹線部分については私どもが自前でやっている部分と、今、先生が言われたと

おり、他社のものを利用している部分があります。 

 これは２つありまして、例えば関西の場合は、今までにいろいろな経緯で、関電さんの

光を使わざるを得なかったというか、それを使わないと事業ができなかったという歴史的

なことがありまして、やっておりません。それから場合によっては、既存の光のネットワ
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ークをお持ちの業者さんからお借りするほうが経済合理性が高い場合はお借りしいていま

すし、それからやはり、ネットワークですから、必ず冗長性といいますか、リダンダンシ

ーが必要になってきますので、そういうところのネットワークについては、先ほどケイ・

オプティコムさんからもお話がありましたけれども、利用させていただくケースがござい

ます。 

【黒川座長】  よろしいですか。 

【相田座長代理】  はい。ありがとうございます。 

【黒川座長】  はい。岸先生。 

【岸構成員】  すいません。慶応大学の岸です。 

 確認的な質問になるんですけれども、６ページでルーラルエリアにつきまして、提供主

体はすべてが公正に参入可能な制度というのは、ここで想定していらっしゃるのは、１社

が整備することにして、それをだれにするかというのはオークション的にやるのか、また

はルーラルエリアでも複数が同じように支援を受けてできるようになるのを想定している

のか、どっちになるんでしょうか。 

【ジュピターテレコム（森泉）】  例えばルーラルエリアでなかなか経済合理性がないの

で、ＮＴＴさんに任せて、その分に対して政府が補てんするという場合よりは、例えばケ

ーブルの場合はそのルーラルエリアでも事業展開されているところがあるわけですから、

そこがネットワークを延伸することによってやるというのであれば、そしてそれが合理性

が高いのであれば、その選択肢をＮＴＴさんに限ることなくケーブルテレビの事業者、あ

るいはその他の事業者がオープンに門戸を広げたほうがいいのではないか。ただ、実際に

競争環境上、複数がやって過当競争になるということもあると思いますので、多分そうい

うところはその中で１社を限定して、そこにお任せするということになるのではないかな

と思います。 

【黒川座長】  よろしいですか。ほかに。 

 町田さん。 

【町田構成員】  関連して伺います。今日はご苦労さまです。経済ジャーナリストの町

田徹と言います。 

 ６ページのところで関連して伺いたいんですが、オープン化義務について、ルーラルエ

リアは都市エリアと同等以上の、と書かれています。都市エリアでのドミナント規制とか、

あるいはルーラルエリアでの同等以上のオープン化義務というのは、具体的に言うと、ど
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んなものを想定されて言っているんでしょうか。幾つかちょっと例を挙げていただけると

ありがたいんですが。 

【ジュピターテレコム（森泉）】  都市エリアについては、すでに複数のネットワークが

競合しておりまして、既に設備競争も行われているし、歴史的に言ってもその設備競争を

通じて、健全なブロードバンドの発展というのはこれまで行われてきたと思うんですね。 

 ルーラルエリアにつきましては、今のお話になってしまうわけですけれども、結局、経

済合理性がないということで、やはり何らかの政府の支援であるとか、そういうものが必

要になった場合に、特定の、最初から決め打ちでなった場合に、その辺の補てんのところ

が明確になりにくい、それから会計を分離するとかということをしてもなかなかわかりに

くくなってきますので、それは選定するときはやはり競合させて、その中で最も合理的な

業者を選んで、そこに対して補てんであるとかということをしたほうが、全体の中での透

明性というのが確保できるんじゃないかなと。それを例えば特定の業者だけにやった場合、

結局、そのコストが都市部のいろいろなものに転嫁されるということもあり得るわけです

から、そこがほんとうにそうなっているかどうかというのは、現在の電話のサービスでも

おわかりのとおり、わかりにくくなっているわけなので、そういう問題は比較すべきでは

ないかなというのが私どもの考え方です。 

【町田構成員】  主に管理会計的な収支構造を明確にということと理解すればいいです

か。 

【ジュピターテレコム（森泉）】  そういうこと……。 

【町田構成員】  ありがとうございます。 

【藤原構成員】  インターネット総合研究所の藤原でございます。 

 ６ページなんですけれども、ルーラルエリアのインフラ整備にユニバーサルサービスの

改革ということをご提案されておりますが、ここでブロードバンドサービスとＩＰ電話を

想定ということは、これは両方をされているのか、片方なのかということと、ブロードバ

ンドサービスといってもかなり広い定義になるんですけれども、どの程度の帯域とか、あ

るいは上り下りとか、ご意見があればと思います。 

【ジュピターテレコム（森泉）】  藤原先生が言われたとおり、ブロードバンドって一体

どのぐらいかというのがあると思うんですけれども、世の中の流れとしては１００メガに

だんだん近づきつつあるのかなと思っていますので、１００メガのサービスが提供できる

というのが基準になっていくのではないかなと思っています。海外の例からいくと、１０
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０メガというのは海外の皆さんは信じられないぐらい高いんですけれども、日本の場合は

多分１００メガが提供できるサービスが、一応ブロードバンドの規定・基準になるのかな

と思っております。ですので、そのサービスができて、それからやはり電話のサービスも

通信のところが、少なくとも電話とインターネットが併存してサービスを展開するという

ことが必要なのかなと思っています。 

 私どもの場合でいきますと、上りが今１０メガですけれども、これは技術的に今、１０

メガということが悪いということではなくて、ケーブルの場合、技術的にどんどん進んで

いますので、ギガでも当然できますし、上りの場合、今の技術でいけば、計算では１２０

メガぐらいまでの上りもできるようになっております。従って、ネットワークをＦＴＴＨ

に限る必要がないという１つのところは、例えば昔はケーブルテレビの技術では１００メ

ガというのは不可能だと言われていたわけです。しかし、どんどん技術の進化でＤＯＣＳ

ＩＳ３.０みたいなものができて、どんどんどんどん同じネットワークであってもそういう

サービスができるようになっていますから、必ずしも決め打ちでＦＴＴＨがベストなんだ

というやり方というのは、将来にわたって危険ではないかなと。したがって、複数のイン

フラが併存して競争し、公正に競争していくことが一番じゃないかなと私どもは考えてお

ります。 

【黒川座長】  よろしいでしょうか。今日は７団体からヒアリングをすることになって

いまして、間に２回休みを入れようという配慮になっています。ここで一たん１０分休憩

を入れて、５時２５分から再スタートをしたいと思います。ジュピターテレコムさん、ど

うもありがとうございました。 

（ 休  憩 ） 

【黒川座長】  それでは２５分になりましたので、次のヒアリングに移りたいと思いま

す。 

 では、テレコムサービス協会より、ご説明お願いいたします。 

【テレコムサービス協会（滝澤）】  テレコムサービス協会、会長補佐を務めさせていた

だいております滝澤でございます。よろしくお願いします。 

 めくっていただいて、１ページ目では若干、現状認識と、市場を概観しております。１

９８５年のＮＴＴの民営化以来、２５年過ぎておりますが、依然ＮＴＴのアクセス網に関

しては、ドミナント規制を導入したにもかかわらず、実質独占状態が継続している。正直、

設備を保有しない電気通信事業者が会員の主であります我が協会から見ますと、もう既に
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限界がきているという実感でございます。それに加えて、最近はＮＧＮ網が、まさにＮＴ

Ｔの垂直統合型であって、アクセスも含め、オープン化という側面がほど遠いということ

でございます。 

 さらにソフトバンク、ＫＤＤＩ等、他の強豪相手が同様のサービスを実際に展開されて

いるかというと、これもまだ未提供という意味で競争環境にもなっていない。あわせて、

我々の非常に得意とする地域特化やニッチなサービスというのが、基本的な事業構造の理

由でサービスの多様化に資するような環境になってない。むしろ逆戻りしているというの

が実感でございます。 

 めくっていただきまして、２ページ目です。では、我々が考えます今後のあり方という

部分で申し上げますと、一般の利用者、それから企業ユーザーから見ても、アクセスがあ

るからサービスを受けるというものではございません。その上に乗るコンテンツ／アプリ

ケーションに魅力があるかというところで選択されるのが常であります。そういった意味

では、上にありますサービスの多様化を促進するための方策として、ＮＴＴのアクセスを

共有して、各レイヤーがオープン化され、多くの事業者が自己責任で多様なサービスを構

築できると、こんな事業環境が必要であり、そのためにはアクセス網のオープン化、それ

からサービスプラットホームのオープン化が必須だというふうに思います。 

 もう一つ下に書いてございますのは、今後を見据えますと、移動体、特にＬＴＥ、高速

になってきた際のＩＰ化、それからＦＭＣ、こういった移動体と固定網の融合、あるいは

その先には放送との融合までを見据えて考えますと、コンテンツ／アプリケーションを提

供していく。それから利用者から見ますと、１つのコンテンツ／アプリケーションが下の

物理的な媒体を意識せずに、多くのタッチポイントで利用できると、このような状況をつ

くっていくことを考えますと、そこの下の図に書いてございますが、サービスのレイヤー

ごとのオープン化が必須であろうというふうに思います。 

 ２つだけファクトをお話ししますと、ご承知のように、ＮＧＮとＩＳＰ事業者の接続が

技術的な理由が主であろうかと思いますが、３社に制限されている。これはもともと、Ｎ

ＴＴの当初の構想段階でオープン化をするというスタンスでつくられたものではないとい

う１つのあかしかなと思います。 

 それから、我が協会は２００８年以降、数回にわたってＮＴＴ東西とオープン化の協議

をしてまいりました。一応オープン化の重要性を認識いただいてはいるんですが、いざ具

体的なインターフェースを我々が示しますと、ニーズがほんとうにあるのか、そういった、
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我々としてはできるだけオープン化をしてほしいというところを受けとっていただけない。

これは過去、電話網の際に機能追加をお願いしますと、これだけのコストがかかります。

期間も何年かかりますという過去の悪い思いを思い出させるような現状だというふうにご

理解ください。 

 それから次のページですけれども、今回宿題をいただきました「光の道」整備ですが、

１つは整備すべきインフラとしてはＦＴＴＨが原則で結構だと思いますが、一般的な利用

で、特にビジネスユース、それからホームユースの両方を考えても、特殊なケースでない

限り数十メガバイトがあれば十分です。特に医療機関とか、高精細な動画を送るのは、ま

た別なんでしょうけれども、そう考えますと必ずしも光にこだわる必要はないだろうと。

そういう意味では、今後の移動体、ＬＴＥ等を含めてカバーするインフラを考えるべきで

はないかと思います。 

 では、整備主体はどうかといいますと、やはりこれは一般的に考えても、複数の通信事

業者が多重に投資するのは社会的な損失とも思えます。確かに今までの事業をやられてき

た、いろいろな事業者がいらっしゃいますが、強く申し上げたいのは、この２５年、基本

的に変わっていない。ここをほんとうに変える力は何かという視点でご議論をいただきた

いと思います。そういった意味では、ここに書きましたように、少なくともＮＴＴ東西の

アクセスインフラは分離をすべきということでございます。 

 それから政府支援のスキームですけれども、これは先ほど申し上げた、少なくとも光と

移動体の両方で補完し合うような形で考えていただければ、それでも利用できないエリア

が残る場合は、政府支援。ここで政府支援と書いておりますけれども、単純に税金を投入

するということだけではなくて、我々の、ちょっと笑って聞いていただければ結構なんで

すけれども、例えばブロードバンド宝くじ、それからエコポイント、それからＩＴ機器を

量販されている家電の方々のポイントを寄附する。そういった新たな庶民からの財源、い

ろいろな形で工夫をして、こういう支援が考えられるのではないかと思います。 

 それから、公正競争の部分は後でもう少しご説明しますが、今後、設備規制というとこ

ろから、いわゆるＳＭＰという概念を含めて、サービス規制の概念というものを新たに考

えていただきたいと思います。 

 それから次のページですが、これは先ほど申しました分離の方式として、大きく機能分

離、構造分離があります。特に既存の電力系ケーブルテレビ、これも構造分離であれば、

論理的には一体統合することも可能であろうかとも思います。ただ、いずれの場合も、Ｎ
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ＴＴから分離されるリソースというのは、最適化された内容にすべきである。非常に重い

形で分離すべきではないというふうに思いますし、特にオープンリーチのような独立した

監視組織の中で、分離、それから分離後を見ていく必要があろうかと思いますし、あわせ

て指定電気通信事業設備の範囲の見直し、それから今までは接続会計という中でアクセス

を見てきたわけですが、独立をしますと、完全に１本幾ら、もう接続という概念自身が成

り立たない。そんなところも視野に入れてご検討いただきたいと思います。 

 それから５ページ目ですけれども、ここは我々、サービスを提供する上で一番重要なポ

イントの１つであります。アクセスを各事業者で共有するということになりますと、現在

のＮＧＮでは、ホームゲートウェイと呼ばれる機器が宅内に置かれます。これがいろいろ

なサービスを受けるにしたがって、こういうものが家の中に複数置かざるを得ないような

状況を避けるべきなわけです。特に今後のいろいろな可能性だけを申しますと、スマート

メーター、それこそ国民ＩＤ、いろいろな家庭の中からアクセスをする際に、物理レイヤ

ーと上のアプリケーションのレイヤーを分けておかないといけない。現状のままでいきま

すと、宅内のサービスプラットホームと一体となったホームゲートウェイが置かれており

ます。この辺をきっちり分離していことが非常に重要なポイントではなかろうかと思いま

す。 

 最後にくどいようですけれども、「光の道」の整備は、単なるアクセス網の整備ではなく

て、ネットワークサービス全体の未来視点でデザインをしていただきたいということでご

ざいます。 

 以上です。 

【黒川座長】  ありがとうございました。 

 それでは早速、ご質問を受けたいと思いますが、どなたか。 

 では、國領さん。 

【國領構成員】  ありがとうございます。 

 ４ページなんですけれども、方式というところに、ケーブルテレビ事業者、電力系事業

者との統合という欄があって、困難・可能と書いてあって、これは可能であればやったほ

うがいいという感じなんでしょうか。 

【テレコムサービス協会（滝澤）】  はい。その３ページにもちょっと書かせていただき

ましたけれども、アクセス網を複数の通信事業者が多重に投資するのは社会的損失と、も

ちろん各事業者さんからいろいろな異論が出るかもしれませんが、その考え方にのっとれ
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ば、今の答えとしてはイエスということでございます。 

【國領構成員】  そこが独占になっちゃって大丈夫なのかしら。 

【テレコムサービス協会（滝澤）】  ええ。ですから、先ほど、いずれかの会社からもご

指摘がありました、独占としての弊害をどう回避するかということをあわせて考えるべき

だと。そのくらいしないと、ほんとうに日本の通信市場は変わらないという実感でござい

ます。 

【黒川座長】  中島委員。 

【中島構成員】  先ほどほかの会社さんにお伺いした議論の裏返しになるのですけれど

も、先ほどの議論ですと、むしろアクセス網の技術革新は、サービスの革新を生んでいく

というお話がありました。アクセス網を１社に絞るということになると、サービスの革新

も生まれなくなる危惧についてはどう思われますか。 

【テレコムサービス協会（滝澤）】  まずは２ページ目の図をごらんいただきたいんです

けれども、ここでアクセスネットワークと書いたものが、今の段階では、いわゆるＦＴＴ

Ｈということですね。これをできるだけ多くの事業者で共有しましょう。それもＩＰとい

う基本的なネットワーク、あるいはコンテンツ／アプリケーション、あるいはサービスプ

ラットホームを提供される方で共有していきましょうと。この構造が実現されますと、い

ろいろなニーズがインフラに対して落ちてくると思います。そのニーズをしっかり受けて

いける事業体になれるかというところがポイントだろうと思います。逆に、そのニーズが

出てこないのが、今の現状だというふうに理解をしております。 

【黒川座長】  徳田先生。 

【徳田座長代理】  慶応の徳田と申します。 

 ページ５のところで、ネットワークのオープン化とユーザー宅内のプラットホームのお

話をいただいて、赤字のところで宅内プラットホームに関するルールが必要ということで、

多分一般の方々も宅内にいろいろなゲートウェイとかルーターとか置きたくないので、そ

の趣旨はわかるんですが、最後のところで制度的にはサービス規制を導入すべきだとご主

張されているんですが、具体的に、我々からすると、プロトコルとか、インターフェース

とか、技術的なところのインターフェースをそろえてあげれば、別にサービス規制という

概念がちょっと思いつかないんですけれども、どういうサービス規制を導入すべきだとお

っしゃっているんでしょう。 

【テレコムサービス協会（滝澤）】  確かに、ちょっとこことそぐわない……。 
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【テレコムサービス協会（今井）】  ここで言及してますサービス規制というのは、従来

の接続の規制が、電気通信設備に対する規制になっていましたので、設備を独占している

事業者があれば、それをオープン化しなさい、アンバンドル化しなさいというルールにな

っていたと思います。 

 アクセス網を独立した事業体にしてしまいますと、はっきり言うと、ＮＴＴさんに対す

る、従来のＮＴＴさんのアクセス網を除いた部分に関しては、そのルールが適用されなく

なってしまうんですが、その際には設備を独占しているからではなくて、あるレイヤーで

見たときに、そこでのサービスをある１社が全部独占している場合には、そのサービスを

他社にも使わせるようにオープン化のルールを整備する必要があるという意味で、こうい

うふうに書かせていただいております。 

【徳田座長代理】  そうですか。はい。 

【黒川座長】  舟田先生。 

【舟田構成員】  今日のヒアリングの中で、このテレコムサービス協会だけが整備をし

ないといいますか、サービスだけの事業者の団体だと思いますけれども、例えばアメリカ

などでは地域通信会社が実際上サービス提供においてもの有力になってる。そういう中で、

ちょっと一般的な質問なんですけれども、設備を持たない事業者は、今後「光の道」の中

で、どういう意義づけがあるのかと、ちょっと漠然とした質問ですけれども。 

【テレコムサービス協会（滝澤）】  ストレートに答えになってるかわかりませんけれど

も、今の大手の、昔でいう、旧の一種事業者の営業、あるいは事業展開というのは、基本

的にマスセールスなんですね。多く束で売れる事業を優先的にポートフォリオが打たれて

います。過去の二種事業者の役割はそれを補完する意味で、地域特化だとかニッチだとか、

実はそういったきめ細かい、ユーザーに一番近い事業者としてサービスを補完してまいり

ました。一部ニッチだと思ってやったのが非常にヒットして、知らないうちに今度は一種

事業者にみんなサービスのメニューをとられる。そんなことも過去にあったわけですが、

それは市場原理なので結構なんですけれども、そういう補完が今現在、成り立ってきてな

いということです。 

【黒川座長】  では、オーケーですか。ほかにどなたかございますか。よろしいですか。 

 テレコムサービス協会さん、どうもありがとうございました。 

 原口大臣が出席されていますので、ヒアリングの方が入れかわる間にごあいさつをお願

いしたいと思いますが、よろしいですか。 
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【原口総務大臣】  皆さん、こんにちは。大変活発なご議論、今日はまたヒアリングと

いうことで、黒川座長をはじめ、皆様お一人一人に私のほうからは感謝を申し上げたいと

思います。 

 「光の道」、２０１５年までにさまざまなアクセス――これはＷｉ－Ｆｉも含めてでござ

います。そして、今日はたまたま４月２０日、郵政記念日でございます。明治４年に前島

密公が、この郵政、新しいコミュニケーションの基盤をつくった記念日でございます。国

民におけるさまざまな情報通信に対するアクセスをどのように保障し、そして生産性を拡

大し、教育力を拡大し、豊かさや、そして、絆といったものをどのように拡大していくの

か。今、ここでご議論をいただいているのは、先ほど上り下りの容量の議論もあったと思

いますが、飛躍的に、級数的に増大をしていくトラフィック、これにどのように対応して

いくのか。１０年、２０年、３０年といったものを見据えたご議論をいただいております

ことを心から感謝申し上げます。 

 これでおしまいにいたしますが、今日は寺﨑総審がこちらにおられますけれども、ロー

エンドのところでも、私たちは世界を、いろいろなドミノのように日本方式が広がってお

りまして、アフリカでも少し光が出てまいりました。こういったことも、ここにいらっし

ゃる皆さんのお力、あるいはご支援のおかげだというふうに考えております。 

 今日は、これからまた時間が許す限りヒアリングを聞かせていただきます。これからも

どうぞよろしくお願いいたします。ウィン－ウィンの関係で世界に開いていく。そういう

情報通信政策を行ってまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いします。ありが

とうございます。 

【黒川座長】  それでは、続けてヒアリングを進めていきたいと思います。 

 続いては、イー・アクセス株式会社より、ご説明お願いいたします。今まではヒアリン

グ時間が１０分だったのですが、ここからの３事業者の方は１５分－２０分の形でいきた

いと思いますので、よろしくお願いいたします。 

【イー・アクセス（千本）】  イー・アクセスとイー・モバイルの千本でございます。ど

うもありがとうございます。 

 このたびの「光の道」に関しまして、当社としても大変な関心を持っておりまして、意

見を述べさせていただく機会をいただきましたことを感謝いたしたいと思います。 

 今、原口大臣からお話もございましたけれども、内藤副大臣をはじめとした本タスクフ

ォースの構成員におかれましては、我が国のＩＣＴの発展に向けて、大変精力的な議論を
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していただいており、心より敬服いたしております。当社意見が「光の道」実現に向けた

端緒となることを期待したいと思います。 

 次のページを見ていただきたいと思いますが、初めに、私どもが考えます「光の道」は

何かということでありますが、これはＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ、高速モバイルといった、それ

ぞれ特徴のある多様なブロードバンドのアクセスを国民のだれもが、どこでも利用に応じ

てリーズナブルな条件で選択できる環境の実現であると考えております。 

 次を見ていただきたいと思いますが、「光の道」の実現に関した施策としてポイントは３

つございます。１つ目は、アクセス網の利活用、２つ目は、ＮＴＴの構造分割、３つ目が、

高速モバイルの推進。 

 まず１番目のアクセス網の利活用に関しましては、ＦＴＴＨにおける低廉な料金での競

争と安価なＡＤＳＬ等のメタルサービスの継続であります。２つ目のＮＴＴの構造分離で

は、競争中立的なインフラ会社の設立と新たなドミナント規制の枠組みの構築であります。

３つ目の高速モバイルの推進の項でありますけれども、周波数の拡大とイコールフッティ

ング。それをそれぞれについて説明したいと思います。 

 次のページが最初のポイント、アクセス網の利活用でございますが、その次のページに、

ＦＴＴＨとＡＤＳＬはそれぞれ課題がございます。ＦＴＴＨは、ただインフラ整備を進め

るだけではなく、ＮＴＴ独占を解消して、競争によって光ファイバーの利用を開拓し、普

及の促進を図ることが必要であります。また、ＡＤＳＬといったメタルサービスは、当面

安価なサービスとして、ぜひとも継続が必要と考えています。現在、日本のブロードバン

ド普及率は、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ケーブルテレビを合わせても６０％程度でありまして、

これをまず１００％にすることが先決であると考えております。 

 次のページでありますが、ＦＴＴＨの現状について説明を申し上げたいと思います。 

 ＮＧＮというのは、Next Generation Networkというよりは、Next Generation MoNopoly

ではないかと考えておりますけれども、また、現状としては新しい独占を生み出すネット

ワークとなっていると思います。この競争が働かないＦＴＴＨ市場がどうなっていくかと

申しますと、料金が高どまりする、あるいは、再三にわたる下方修正をＮＴＴが発表され

ていることからもおわかりのように、加入者数の純増数が鈍化しており、それがまたＮＴ

Ｔの独占化につながるといった悪循環に陥っているといえるのではないかと思います。こ

れではＦＴＴＨは、皆さんが期待しているような魅力的な市場になることはないと思いま

す。 
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 次のページを見ていただきまして、それでは、ＦＴＴＨで競争を働かせるにはどうした

らいいか。具体的な問題点を指摘いたしますと、１つはＦＴＴＨの接続料の問題でありま

す。現在、ＡＤＳＬで使うメタルの接続料が１,３９４円、それによって安い利用者料金を

実現しているのに対しまして、ＦＴＴＨの接続料は１芯当たり４,６１０円となっており、

ＡＤＳＬの３倍以上であります。なお、ＮＴＴのフレッツの利用者料金は８分岐のシェア

ドアクセスで高い加入率を前提としているため、接続料に比べて高くありませんけれども、

逆にこの利用者料金ではＮＴＴ以外の会社、例えば私どもが市場に参入することは非常に

難しいと言わざるを得ないと思います。ＦＴＴＨの接続料は、ＡＤＳＬと同じ水準の接続

料に設定すべきであろうと私どもは考えております。 

 次にＡＤＳＬについてでありますが、次のページを見ていただきますと、ＡＤＳＬに代

表されるメタルサービスは、現在でも約５,０００万のユーザーがサービスを利用している

状況であります。当社もＡＤＳＬ事業者として、ＩＳＰやお客様の声を聞く機会が多くご

ざいますけれども、ＦＴＴＨと比べて、特にこういった景気の悪い状況では、安価なＡＤ

ＳＬをぜひとも使いたいと、依然としてユーザーニーズが高いフィードバックを受けてお

りますので、当面はサービスの継続が、特にこういった景気の悪い状況が改善しない限り、

必要ではないかと我々は考えております。また今後のメタルサービスの取り扱いについて

は、加入電話も含めて、ＮＴＴだけに任せるのではなく、国民的な課題として、５,０００

万もいる加入電話の国民的な課題として、総合的な検討を行うことがぜひとも必要だろう

と思っております。 

 次のページ。それでは、メタルから光に進むための前提条件は何かということでありま

すが、３つございまして、１つは、ユーザー料金／接続料金の同等性を確保する。２つ目

は、ＮＴＴとＮＣＣが同等に競争できる環境を整備すること。それから３つ目は、一部の

地域だけで光への移行を進めるのではなく、全国レベルでのエリアとしてのサービスをと

らえる。この３つの点が前提条件としてあります。この前提条件よって、メタルにおける

ビジネスモデルを「光の道」でも実現することが必要であると考えております。 

 次のページ、ＮＴＴの構造分離についてお話しさせていただきます。 

 次のページを見ていただきたいのですが、１０ページ目でありますけれども、ＮＴＴは

民営化から既に２５年がたっており、組織の形態自体は１９９９年の再編によって一応変

わってはいますけれども、現在でも持ち株会社のもと、一体的経営という観点では何ら変

わっていない。実質、この１０年間何が変わったかというと、ほとんど何も変わってない
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というのが現状であるのは、皆さんも認識されていることだと思います。 

 しかし売上高を見ても、５兆１,０００億から約１０兆２,０００億と２倍に膨れ上がり、

通信市場における確固たる支配的な地位も、また依然として変わっていない、１０年間で

全然変わっていないと。「光の道」の実現に当たっては、このようなＮＴＴグループの組織

問題とか、ドミナンスの問題について、決定的に結論を出すべきではないかというふうに

私どもは考えております。 

 次のページのアクセス網の話でありますけれども、まずアクセス網の分離でありますが、

左のほうに、先日、日本経済新聞の記事にあった機能分離のイメージ、こういう表が載っ

ておりました。それに対して、右が当社が考える構造分離のイメージであります。公正競

争の確保、デジタルデバイドの解消、光へのネットワーク移行、ＦＭＣといった４つの観

点からメリット、デメリットの比較を行いましたけれども、ごらんのとおり、右側の完全

別会社の構造分離のほうが適していると我々は信じております。なお、機能分離では、分

社化されたとしてもＮＴＴグループの組織にとどまるのであれば、現在の体制からの目立

った変化は今なお期待することはほとんどできませんし、現にＮＴＴ西日本においては、

接続事業者の情報漏えい問題、我々のお客さんの情報も既に使われているといったような

ことが発覚して、今年の２月に業務改善命令が発せられたばかりであって、機能分離では

不完全であるということが明確になった例ではないかと思います。 

 中途半端なアクセス分離というのは、百害あって一利なし。ここでは完全別会社である

構造分離を選択して、競争中立的なインフラ会社をしっかりと確立すべきだろうと考えて

おります。 

 次のページですが、そういう意味で当社では新しいインフラ会社を、例えばJapan Access

と名づけましたけれども、その運営のイメージをここに書いております。 

 方法論といたしましては、ＮＴＴを母体にして設立し、資本分離をすることでＮＴＴと

別会社化を図った後に、その他の民間出資や、場合によっては公的支援も受け入れるよう

な形にすることが必要と考えます。また、公的支援の是非については、いろいろ議論のあ

るところでありますけれども、オーストラリア、あるいはニュージーランドでも――現に

私はテレコム・ニュージーランドの取締役をやっておりまして、まさにこういった議論の

渦中で、大変な議論をテレコム・ニュージーランドでやっておりますが、大切なのは官民

一体となって、Japan Accessをぜひとも成功させるということで、あまり最初から選択肢

を制限する必要はないというふうに考えております。 
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 次のページでありますけれども、このスライドはインフラ会社のサービスイメージであ

ります。Japan Accessが管理するインフラには、局舎・管路、光ファイバー、メタル回線、

それに無線などが含まれるイメージでありますが、固定関連のインフラに加えて、事業者

間で共有したほうが効率的な鉄塔、これは環境的にもいろいろ問題を引き起こしつつあり

ますから、こういった鉄塔等のモバイル関連のインフラも含めることがよいのではないか

と考えております。 

 これによってモバイルのエリア整備も促進され、Japan Accessの基盤も大きくなる。事

業インセンティブもより高まるものと考えております。なお、このような競争中立的なイ

ンフラ会社が設立されることによって、各社の創意工夫を生かした利用者利便性の高いサ

ービスが、この上に提供されていくと考えております。 

 次のページでありますが、このスライドのＦＴＴＨのラインシェアリング。メタルでは

ラインシェアリングがあるんですけれども、ＦＴＴＨではラインシェアリングがないので

ありますが、ぜひともＦＴＴＨのラインシェアリングを実現していただきたいと主張して

おります。メタル回線では、固定電話がＮＴＴであっても、マイラインではソフトバンク

とか、ＫＤＤＩ、インターネットではイー・アクセスのＡＤＳＬ、こういったものをお客

様が自由に選択することができ、メリットになっております。もちろんこのラインシェア

リングは今のＮＴＴのＦＴＴＨではできませんけれども、Japan Accessが例えば光回線の

基本料を設定して、その上で電話やインターネットを複数の事業者が提供できる仕組みを

整備したらできるのではないかと考えております。 

 このラインシェアリングは、ＮＴＴ独占時代のインフラから競争中立的なインフラへ進

化していく中で、大変シンボリックなサービス形態として、高く評価されるのではないか

と思います。 

 次のページでありますが、ＮＴＴの組織問題の解決に当たって、もう一つ大事な点は、

これによってドミナント規制をなくすのではなくて、新たなドミナント規制の構築という

ことが必要であると、我々は最もこの点を重要なポイントとして考えております。先ほど

もＮＴＴは２５年たっても何ら変わっていないと申し上げましたけれども、この間、ＮＴ

Ｔ組織問題に対して根本的な解決策は何ら図られなかった。ずっと、そのままずるずると

先送りにされてきたツケが、今日の、今の情報通信の国際競争力の低下、劣化というよう

な、極めて貧しい状態になっているわけであります。このツケは、構造分離を実現するだ

けでは解決しません。ＮＴＴには、既に莫大な資金力やブランド力、あるいはグループと
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しての営業基盤、携帯電話５,６００万と加入電話４,０００万に代表される、大変に大量

な顧客基盤、そして既に獲得したＦＴＴＨにおける約１,３００万の先行者利益、こういっ

た圧倒的な強みを持つＮＴＴに対して、構造分離だけを実現しても、ＮＴＴの優位性は消

えるわけではありません。 

 したがって、構造分離を行う場合には、ＮＴＴに対するドミナント規制の再構築を必ず

セットで実現することが必要不可欠だと考えますので、ぜひともご検討をお願いしたいと

いう思う次第であります。 

 最後のポイント、高速モバイルの推進についてであります。 

 １７ページ目でありますけれども、高速モバイルにつきましては、アメリカの全米ブロ

ードバンド計画という大戦略においても、モバイル・イノベーション・リーダーになると

いうのが、アメリカの目標として挙げられております。これからの成長分野として、極め

て戦略的に重要な項目だと私どもも考えております。 

 我が国でもＬＴＥで１００メガビットサービスが視野に入っておりますので、アメリカ

同様に高速モバイルを促進させるための施策も必要かと考えます。 

 ２つございます。１点目は、先ほど大臣がおっしゃいましたように、トラフィックが極

めて飛躍的に増大しておりますので、これとＬＴＥに対応できるように周波数の拡大を、

ここにおいて一挙に図るとともに、競争中立的な割り当てを行っていただきたい。今の場

合には、競争中立的な割り当てになってないと。２点目は、効率的で速やかなエリア拡張

を図れるように、インフラ整備のバックアップを行うことで、先ほどご説明いたしました

新たに設立するインフラ会社にモバイルインフラも含めるといったプランを考えるべきだ

ろうと思います。 

 最後のスライドでありますけれども、現在の競争中立的な周波数割り当てでない現状を

ここに書いてございますけれども、ドコモ１３０メガ、ａｕ９０メガ、ソフトバンク６０

メガに対して、我々は３０メガと。今後、割り当ての検討が開始される７００／９００メ

ガというプレミアムバンド、こういった帯域においては、事業者間のイコールフッティン

グ、例えばここについて、我々もソフトバンクもそういったところを持っておりませんけ

れども、そういうことが確保される割り当て方針をぜひとも策定していただきたいと、強

く期待しております。 

 以上で私どものプレゼンテーションを終わらせていただきます。どうもありがとうござ

いました。 
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【黒川座長】  ありがとうございました。 

 それでは、早速、ご質問、ご意見を伺いたいと思います。じゃ、町田さん。 

【町田構成員】  千本さん、きょうはお忙しい中、ありがとうございます。経済ジャー

ナリストの町田徹です。 

 ２つのページで伺いたいことがあるんですが、まず１１ページ、４つの点で、機能分離

より構造分離のほうがいいんだということが示されていますが、それぞれ、なぜそうなる

のか、その理由を少し説明していただけませんでしょうか。 

 それから、１３ページのほうで、Japan Accessという新しい整備会社のご提案がありま

したけれども、こういうところに、この種の資産を移す方法、あるいは、その根拠といっ

たものについて、何か政策的にできるとお考えなのであれば、その方法なり、根拠なり、

哲学なりも教えていただきたいと思うんですが。 

【イー・アクセス（千本）】  エリックが答えたがっていますので、最初、エリックが。 

【イー・アクセス（エリック）】  最初の質問、私、イー・モバイルの社長、エリック・

カンから説明させていただきたいんですけれども、まず、１１ページのＮＴＴの機能分離

と構造分離の話なんですけれども、機能分離の場合は、実際、ＮＴＴ持株会社と同じ形に

なるのではないかと思っております。全く資本は同じで、機能分離しても、実際、トップ

の経営者、ＮＴＴとか、情報とかは全部、社内でしかわからないし、コストの実際の内訳

とかは全くわからない。 

 構造分離の場合は、一番重要なところは、完全に別の会社の形で、資本分割が一番重要

です。これはＮＴＴの会社ではなくて、先ほども新しい名前を勝手に入れて、Japan Access

とか、いろいろな名前とか、何でもいいんですけれども、これはＮＴＴの資本は全く関係

ない、もう独立会社です。この会社は、やっぱり自分で成長しないといけないし、予算と

か利益とかを考えないといけないんですけれども、資金調達やビジネスモデルは、自分で

構築しないといけないんです。こういうところは、もちろん、資本分割しても、例えばＮ

ＴＴグループから天下りとか、いろいろな人事異動を勝手にやることはもちろん禁止です。

ここは非常に重要なんです。ここは資本分割しても、やっぱりＮＴＴの支配、支配力を完

全に禁止しないといけないことになっております。機能分離する場合は、こういうことは

多分禁止できないのではないかと思っております。ぜひ構造分離のほうを進めてください。 

 ２つ目は、資本分割の話なんですけれども、これはアメリカ、よくスピンアウトとか、

１２ページのところにも書いているんですけれども、例えば新しいインフラ会社をつくっ
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て、Japan Accessという会社をつくって、最初はＮＴＴ、１００％の会社なんですが、こ

れはＮＴＴの株主の孫会社の資産なんです。この孫会社の資産、このままでＮＴＴの株主

に株を配ればいいんです。これはスピンアウトなんです。最初の事例は、タイムワーナー

とＡＯＬ、昔は合併していたのですけれども、昨年１２月からＡＯＬ会社の株をつくって、

その後、タイムワーナーの株主にＡＯＬの株を配ると。(こうしてＡＯＬをタイムワーナー

から分離しました。)もともと(ＡＯＬは)タイムワーナーの子会社なんですね、(タイムワ

ーナーの)株主のものなんです。前に日経新聞に、問題はＮＴＴの株主は、もし資本分離の

場合は反発するのではないか(と書かれておりました)。これは株主に対して不満にはなら

ない。逆にうれしいかもしれないんです。これは配当が有利かもしれないんです。このま

まで上場してみんなもうかると。株主はハッピーです。そういうふうに考えております。 

【イー・アクセス（千本）】  そういう意味では、町田さんのあれで言うと、ＮＴＴの子

会社にするのではなくて、ＮＴＴの株主に対して、新たにプラスアルファをアサインする

ということになると、株主にとってデメリットにならないですね。そういうことでありま

す。 

【町田構成員】  実際に分割する場合の株式の処理の仕方はわかるんですが、それをＮ

ＴＴにやりなさいと命令する法的根拠みたいなものはありますか。どういう根拠で言えま

すか、それが１つと、それから、１１ページのほうは、構造分離のほうがいいというとこ

ろまではご説明でわかるんですが、この４点について、構造分離をすれば達成されるとい

うご議論ですよね。なぜそうなるかという説明をしてほしいというのが質問の趣旨なんで

すが。 

【イー・アクセス（千本）】  これは、１つ１つ、例えば１番目の公正競争については、

先ほども触れましたけれども、機能分離でやった場合には、既に情報の内部流用なんてい

うのもいっぱい出てくる。それから、デジタルデバイドについても、今のまま放っておく

と、どうしてもビジネスモデル上、都市部だけのところに集中して、地方のところに対し

ては、ＮＴＴのいわゆる採算上、行きがたいと。やっぱりそういうものは、構造分離して、

独立なところで、ある意味で、デジタルデバイドに対するユニバーサルサービス的な義務

みたいなものを課すべきではないかと思います。 

 それから、ネットワークの移行についても、ＮＴＴのそういった１社の意向と意思だけ

で、そういうことを決めるのはかなり難しいと。ＦＭＣは、ご承知のとおり、やっぱりＮ

ＴＴ東西と、ドコモのＦＭＣというのが、今のところできないということでありますから、
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そういう意味でも、やっぱりこういったものをつくることによってバンドルをさせること

が可能なようにするという意味で、この１１ページの４つの点でも、日経さんの表よりは、

どの点をとっても右側のほうがはるかにすぐれているというのが我々の見方です。 

【黒川座長】  町田さん、いいですか。 

【町田構成員】  ありがとうございます。 

 それから、１３ページのほうの強制する根拠みたいなものはどうですか。 

【イー・アクセス（千本）】  いや、国の法的根拠としては、これは国としてやるべきだ

と。これが今回の議論の、ある意味では目的ではないかと。我々のところで、具体的な提

案はないんですが、やっぱり、ここの、こういった場で、国としてどういう形でやってい

ったらいいかという議論を、こういう場でこそやるべきではないかと考えます。 

【町田構成員】  ありがとうございました。 

【黒川座長】  じゃ、藤原先生。 

【藤原構成員】  ６ページのところなんですけれども、ＡＤＳＬ、１,３９４円という接

続料、ＦＴＴＨ、高いよというお話なんですが、この１,３９４円に合わせる経済的な原理

といいますか、ＦＴＴＨをコスト下げるというんですか、ここら辺、どういう仕組みで値

段を下げればいいというふうにお考えでしょうか。 

【イー・アクセス（千本）】  これを、値段を違えなきゃいけないと、分離して、違えな

きゃいけないというところの根拠もよくわからないですね。我々はやっぱり、ここらあた

りは、ぜひとも同じような値段に、回線基本料として分離して同じような値段にするとい

うことが、その上で使える事業者間の、それから、大衆の使っているユーザーの皆さんに

とっても、一番使いやすくなるのではないかと思います。 

【藤原構成員】  それが問題であると。 

【イー・アクセス（千本）】  そうですね。決めの問題だと思います。 

【黒川座長】  じゃ、國領さん。 

【國領構成員】  構造分離した後も規制が必要だという話の１５ページの絵なんですけ

れども、これは、今、ドコモ、コミュニケーションズ、東西みたいに書いてあるというこ

とは、上位レイヤーの話をされているのか、それとも、Japan Accessというほうに対して

も、やっぱり規制が必要だと考えているか。その根拠の１３ページの絵を見ると、鉄塔等

のモバイルインフラということが書いてあるということは、例えばイー・モバイルの基地

局をその上に建てたいみたいなイメージだと思うんですけれども、そのすぐわきに無線と
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いうのがあって、そのすぐ１個置いてわきに光ファイバーというのがあって、結局、Japan 

Accessとイー・モバイルは、同じ無線サービスにおいて競争、競合関係に入るような絵に

なっていないか。どういうイメージをつくられているのか、お伺いしたいんですけれども。 

【イー・アクセス（エリック）】  まず鉄塔の話なんですけれども、Japan Accessの場合

は、完全にインフラ設備会社なんです。インフラの会社だけなんですけれども、アメリカ

から見ると、例えばアメリカのタワーとか、アメリカンタワーとか、鉄塔オンリーの会社

があるんですけれども、この鉄塔は、１社だけ提供しようと思うと採算とれないんです。

もちろんシェアな形でやらないと、特に田舎の場所とか、ここは例えばドコモも、提供も

できるし、ａｕさんも、うちも、ソフトバンクとか、競合ではなくて設備シェアの形でや

ると。実際、今のこの仕組みは日本にもあります。トンネル協会、採算がとれないところ

は、このトンネルは一緒に入りましょうと。共用機は一緒に頑張って開発して、一緒に工

事でやりましょうと。今、実際、携帯の形もやっております。 

【國領構成員】  そこはすごくよくわかるんですけど、そうすると、この無線という絵

がここの横に書いてあるのは、その鉄塔の上にJapan Accessの基地局も建っているイメー

ジのような気がするんだけど。 

【イー・アクセス（エリック）】  そういう意味じゃなくて、Japan Accessの場合は、既

存の設備、光ファイバーとメタル回線と、いろいろな設備、もちろんＮＴＴ東西さんから

引き受けるんですけれども、これからはJapan Accessは、ただ固定回線だけではなくて、

鉄塔を建てて、いろいろな会社が使えると、安い(利用)料金をシェアできると。これから

は(新たな設備を)つくる、ドコモさんから(設備を)出すんじゃなくて。Japan Accessは固

定だけのインフラの会社だけではなくて、将来も、いろいろな新しいビジネスモデルも、

鉄塔でもできますよと。この鉄塔をつくって、ドコモも利用できるし、我々も利用できる

と、こういう形の発想です。 

【黒川座長】  吉川さん。 

【吉川構成員】  同じく１３ページなんですが、このJapan Accessのイメージが、まだ

ちょっとわいてこないんですが、これは新たな独占体のようにも思えるんですね。じゃ、

ここの会社をだれがどうやって規律するのかというのと、この会社って、何がモチベーシ

ョン、インセンティブで事業をやるのかというのが、イメージがつかみにくいということ

と、それから、先ほど、ケイ・オプティコムさんとか、ジュピターさんがおっしゃった、

サービスと設備って、わりと切り離せないような、新しいサービスを提供するためにも、
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設備がいろいろ要りますという。切り離してイノベーションが起こるんだろうかというの

が、まだ私もイメージがつかめないので、もしその辺、何かコメントがあればお願いした

いと思います。 

【イー・アクセス（千本）】  非常に、まだ我々も中途の段階ではあるんですが、少なく

とも、それをＮＴＴというドミナントなモノポリーの、一応、民間の会社に全部委ねてし

まっているということに問題があると。それを、やっぱりもっと違った独立な会社にして、

その中に、さっき國領先生からお話があったけど、鉄塔とか、新しい分野も入れ込むこと

によって、そこで新しいビジネスモデルをつくって、それで、それなりに、やっぱり魅力

のある会社にするということをしないといけないと思うんです。 

 だから、まだ、完璧に煮詰まったものではないんですけれども、少なくとも、相対的に

見て、ＮＴＴの単独のモノポリーで、ＮＴＴ、１社にやらせておくよりは、こういったも

のをつくって、そのプラットフォームの上で、いろんな会社が競争的にプレイをするとい

ったほうが、より進歩しているのではないかと我々は信じています。 

【吉川構成員】  サービスとの関係は？ 

【イー・アクセス（千本）】  その上で、ソフトバンクさんなり、ＫＤＤＩさんなり、我々

とか、そういったところが、全然違ったサービスを展開していくということを、我々とし

てはイメージしておりますが。 

【黒川座長】  藤原先生。 

【藤原構成員】  今のにも絡むんですが、１３ページ、Japan Access、ＮＴＴさんの分

離というのはわかったんですけれども、電力系のキャリアさんとケーブルテレビ事業者と

の関係はどうなんですか、このJapan Accessという会社は。 

【イー・アクセス（千本）】  電力系、ケイ・オプティコムさんとかですか。いや、まだ

そこまでよく考えていないですね。一緒になってやられたほうが、多分、いいんじゃない

かと思いますけれども、そのあたり、よく考えていません。 

【岸構成員】  すみません、慶応大学の岸です。確認なんですけれども、１５ページで、

Japan Accessという会社がつくられた後でも、ＮＴＴのドミナント規制は必要ということ

で、再構築とおっしゃっているんですけれども、ドミナント規制を具体的にどう変えるべ

きかというお考えはありますか。 

【イー・アクセス（千本）】  非常に問題なのは、こういったことをやって、構造分離を

したから、もう強大なＮＴＴというものが自由に泳いでいいかということなんです。だけ
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ど、それは構造分離をしても、やっぱりＮＴＴの持っている力というものに対して、新し

い、これまでの分離とは違った、こういった会社をつくりますから、その会社に対する規

制の仕方というものは、今までの規制と違う、新しい枠組みの規制を、どうしてもつくり

上げなければいけない。形だけつくっただけではだめで、そこに法的な、新たな強制力の

仕組みというものをやっぱりつくらなきゃいけないのではないかというのが、我々の考え

です。 

【黒川座長】  中島さん。 

【中島構成員】  みずほ総研の中島です。１３ページの下ですけれども、この新インフ

ラ会社をつくると、「中立的な立場で、必要な設備を」、ここまではわかるのですが、「低コ

ストで建設・管理することが可能」になるというのは、どういうことをお考えになられた

からですか。要するに、重複投資がなくなって、効率化するということですか。 

【イー・アクセス（千本）】  基本的にはそうです。やっぱりトンネル協会のイメージな

んかで見ていると、例えば周波数シェアに応じて設備負担することによって、普通なら、

３つも４つも基地局を置くというようなことを１つにして、それを適当なシェアでもって

分割することによって、ちゃんと今機能しているわけですね、高速道路なんか。そういう

ことを意味しているとお考えいただいていいと思います。 

【相田座長代理】  ちょっと細か過ぎることかなとは思うんですけれども、１３ページ、

１４ページの関係なんですが、１４ページのほうでもって、ＦＴＴＨでもラインシェアリ

ングを導入するというときのイメージなんですけれども、加入者ルーターで振り分けると

いうことだとすると、Japan Accessが加入者ルーターまで持ってないといけないという感

じになりますし、波長多重か何かでやるというような考え方もあり得るかと思いますけれ

ども、そこら辺、もしアイデア、こんな感じというイメージをお持ちだったら教えていた

だきたいんですが。 

【イー・アクセス（深田）】  はい。幾つかの方法があると思います。先ほどおっしゃら

れたような、波長多重のＷＤＭ装置を使う方法、もしくは、ＯＬＴの右側でＩＰを各事業

者に振り分けるようなやり方というのもあるでしょう。また、技術の発展に伴い、それ以

外の方法というものも十分考えられます。また、そのルーター自体をアクセスの会社が持

つ、もしくは、それをお客様に買い取っていただく、それは今後、十分検討する必要があ

ることだと思います。今ここで拙速に決める必要はないと。技術の発展と、お客様に一番

負担のかからない方法、これを継続的に考えていけばよろしいかと思います。 
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【相田座長代理】  その振り分けの装置までは、このJapan Accessのほうが持つという

理解で？ 

【イー・アクセス（深田）】  私のイメージでは、今のところ、振り分けの装置はJapan 

Accessのほうが持ったほうがいい。コスト的にはお客様の負担が減るような気が今のとこ

ろはしております。 

【黒川座長】  おおむね時間になりましたので、これでよろしいですか。イー・アクセ

ス様、ありがとうございました。 

【イー・アクセス（千本）】  どうも、ほんとうにありがとうございました。 

【黒川座長】  それでは、続いて、ソフトバンク株式会社より、ご説明をお願いいたし

ます。 

 よろしいですか。じゃ、孫さん、よろしくお願いします。 

【ソフトバンク（孫）】  はい。それでは、話をさせていただきます。 

 既に「光の道」ということで、鳩山総理、そして、原口大臣のほうから、ビジョンが出

されております。この「光の道」構想、この政府案を、我々は全面的に支持したいと、ま

ず結論ですが、思います。 

 ２ページのところにございますが、総理のほうから、今年の１月２９日に、施政方針演

説、「コンクリートの道」から「光の道」へというものがありました。また、原口大臣のほ

うから「光の道」構想ということで、今年の３月９日に「光の道三法案」で、２０１５年

に光１００％、そして、情報通信八策ということで、情報通信議連のほうから、同じく、

この提言がございました。 

 ３ページですけれども、私どもは、この新しいインフラの権利というのは、２１世紀に

おける人々の新しい基本的人権の１つに入るのではないか、入れるべきではないかと思い

ます。基本的人権は、明治維新のころに、多く定められましたけれども、自由権、社会権、

参政権。２１世紀に加えるべき新しい基本的人権として、情報アクセス権というものを入

れるべきではないかと思います。 

 ４ページですけれども、もはや人は情報なしには生きていけないという時代が、いよい

よ始まってきている。高度な情報の利活用なしに、高度な２１世紀の社会生活を送れない

と、そういう時代が来ている。しかるにおいて、田舎、過疎地、あるいは離島、こういう

ようなところでデジタルデバイドということになると、そこに生まれた子供たちは、同じ

日本人であるにもかかわらず、生まれながらにして、情報格差を持つことになります。教
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育格差、医療格差、雇用の機会の格差というものを持つことになります。ですから、２１

世紀の情報化社会においては、まさに、これはすべての国民が等しく機会均等に得るとい

う意味で、都市部に住んでいる人たちだけが得られる権利であってはいけない。だから、

光１００％という、この１００％のところに、重要な思想としての意味があると思ってお

ります。 

 ５ページをめくっていただきたいと思います。日本は、総務省をはじめとして、政府の

方々、そして、産業界からも、いろいろな英知でもって、世界一ブロードバンドが安い、

世界一高速ということが実現できました。 

 しかし、技術の進化は著しくて、他の国も負けてられないということで、既にシンガポ

ール、韓国が、１００％、１００Ｍbpsという速度のブロードバンドを提供するということ

を発表されました。日本は今、利用率という意味では３０％にとどまっております。そう

いう意味で、他の国々に負けないポジションをいち早くつくるということが肝要だと思っ

ております。 

 ６ページを見ていただきたいと思います。インフラを考えるときに、当時、大風呂敷と

言われました後藤新平の例があります。当時の内務大臣、逓信大臣です。きょう現在でい

う総務大臣に値するポジション、等しいポジションでありました。後藤新平さんが、当時

では大風呂敷と言われながら、現在での靖国通り、環状線、その他、日本を復興させると

いうことで、帝都復興計画の中心人物としてやりました。まさに２０世紀を代表する総務

大臣として「車の道」を大胆につくっていったわけです。もし後藤新平さんがいなかった

なら、日本の道路は、東京の道路ははるかに混雑していたに違いないということでありま

す。まさにインフラというものは、こういうものだろうと思います。 

 ７ページをごらんいただきたいと思います。２０世紀のインフラであります「車の道」、

今、後藤新平に挙げましたが、水の道という意味で水道、電気の道という意味で電線、電

話の道、通話の道ということで、電話線が日本中に引かれました。これは、まさにユニバ

ーサルサービスとして、日本国民であれば、離島に住んでいようが、山間部、過疎地に住

んでいようが、全世帯で電気が得られる、全世帯で水道が得られる、全世帯で電話がつな

がる、全世帯が道路につながっているという、まさにユニバーサルサービスが確立された

わけですが、２１世紀において必要とされる情報の道、これはまさに「光の道」というこ

とで、高速通信のネットワークが、情報をすべての世帯、全世帯で利活用できるようにと

いう道をつくるのが、２１世紀の総務大臣として、原口大臣に、ぜひ原口ビジョンを実現
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していただきたい。我々は全面的に支援したい、支持したいと思っております。 

 ８ページをごらんいただきたいと思います。光というと高いのではないか。要らない人

にまで光を引いてどうするんだという説がございます。私は、そうではなくて、光は、メ

タルと同じ、１回線当たり１,４００円で光を提供できるというふうに確信しております。

この詳細の数値の積み上げのデータは、ご興味があれば、後ほどすべて提供させていただ

きますが、この「光の道」を税金ゼロで実現させる。１円も国民負担を新たに強いない。

１円も税金を使わずに、日本のインフラが光にアップグレードできるならば、しかも、人々

の払う費用が、今までの電話のメタル線と同額の１,４００円で実現できるのであれば、非

常にいいことではないかと思います。 

 ９ページをごらんいただきたいと思います。このことが実現できたら、つまり、アクセ

ス回線会社による整備が、光１００％が全世帯につながったならば、何が起きるかという

ことであります。これは、私は、きょうは事業者間の蹴手繰り合いのための議論の場であ

ってはいけないと思っております。ちょうど先日、大河ドラマの「竜馬伝」で、竜馬と勝

海舟の話がありましたが、幕府もない、長州もない、土佐もない、日本のためだと。日本

のためにどうあるべきかと。このことに、１点に純粋に考えるべきだということでありま

すが、国民の生活が豊かになると、国家としての税収が増える。増税させなくても、増税

率を上げなくても、税率を上げなくても、国が成り立つ方法があるのであれば、それをね

らうべきだと。雇用も増大させるべきだ、国際競争力も向上させるべきだと。あわせて、

ＮＴＴの株主の方々にとっての株主価値も向上させることができれば、なおいいですねと、

これがねらいであります。 

 １０ページをごらんいただきたいと思います。アクセス回線会社をいまさら公営会社を

つくってどうするんだという説がございます。私は、公営会社である必要はないと思って

おります。国が経営するのではなくて、アクセス会社は、あくまでも民間の会社でありま

す。これは、黒字経営できると思っております。メタルの保守費用が、現在、ＮＴＴさん

が年間３,９００億円かかっております。これが要らなくなります。メタルを二重構造で持

つのではなくて、メタルを全廃します。光に１００％置きかえます。そうすると、二重構

造で今やらなければいけないネットワーク費用、特にメタルの保守費３,９００億円がなく

なります。光の工事を一気呵成にやります。そうすると、工事費の単価が下がります。そ

して、今までは営業費用を多額にかけてやっておりますが、この営業費用を限りなく削減

することができます。この３点で、アクセス会社、アクセスカンパニーは黒字経営ができ



 -36- 

ます。 

 ３つのポイントがあります。「光の道」構想のポイントは３点です。１１ページをごらん

いただきたいと思いますが、１点目、光は高いと思っておられる方が多いと思いますが、

光のコストは、実はメタルより安いということであります。２点目、構造分離をすべきで

ある。３点目は、国民の豊かな生活を実現する。この３つについて、これから話をします。 

 １２ページ、まず、１点目、光のコストの件ですが、この次の写真を見ていただきたい

と思います。これが現在の「メタルの道」であります。１本の電柱にぐっしゃりメタルが

張りめぐらされております。重いです。メタルは銅線です。重たいです。はるかに束が太

くて重たいです。もうぐちゃぐちゃです。電柱も悲鳴を上げるほどの重さであります。風

が吹いてきたときに、風加重に耐えなければいけません。ということで、非常に電柱に負

荷がかかるということであります。 

 次のページが、「光の道」であります。はるかに軽い、はるかに細い。メンテコスト、保

全費というのが、ほとんどかからないという形になります。ちなみに２０００年前のピラ

ミッドにあるクレオパトラのガラスの首飾りは、今でもガラスのままです。つまり、ガラ

スは腐らない。光ファイバーの心線というのは腐らないんです。銅線は腐ります。一瞬で

緑色になります。腐るものは保全費が高いということであります。ですから、実質的な光

の耐用年数は、銅線よりもはるかに長いということであります。 

 １５ページを見ていただきたいと思います。ということで、現在、年間３,９００億円か

かっているメタルの保全費というのは、１０年で３.９兆円になります。２０年で８兆円に

なります。これを、光の引き込みと同時に、メタル線を１００％撤去します。したがって、

メタルの保全費が、１０年で約４兆円、２０年で８兆円のメタルの保全費が消えてなくな

ります。１０年で見ただけでも、この１６ページを見ていただきたいと思いますが、メタ

ルの維持費だけで３.９兆円です。残りの光の心線を１００％置きかえるのに、今既に引い

てあるところ、あと追加で残りのメタルを１００％光に置きかえるのに、追加して必要な

費用はたった２.５兆円です。ですから、光を１００％引くのに、残りの追加費用はたった

２.５兆円で済むと。だったら、メタルの維持費をゼロにすればいいじゃないかと。維持費

だけで、次のものがそれ以下で買えるということであります。２０年で約８兆円かかる維

持費が、２.５兆円で新しく引いたほうがいいじゃないかということであります。先ほどの

写真を思い出してください。 

 ということで、これは法律で決めるということがポイントであります。光の三法案。１
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７ページですけれども、テレビの放送も、アナログのテレビ放送と、地デジの放送を二重

構造でやったらどれほど金かかるかと。人々は、新しいテレビに乗りかえません。限られ

た国民の財産、資源であります電波も有限でありまして、これが有効活用できない。だか

ら、２００１年に地デジの完全移行を法律で決めました。電波法を変えた。アナログの停

波を２０１１年で行うということを法律で決めたわけですね。同じように、来年、光の道

三法案を法案として、これを法律で決める。メタルの撤去の期限も明確にする。したがっ

て、先ほどの二重構造の保全費が要らなくなる。これは法律で決めないと進まないという

ことであります。 

 １８ページを見ていただきたいと思います。今、光は、どのようにして引かれているか

といいますと、９０％の地域に、光が欲しいという人には提供できますと、これをカバー

率といいます。しかし、実際につながっているのは３０％です。これを利用率といいます。

３０％の利用率、残りの人は、個別に、私の家に明日引いてください。次の隣の家は、半

年後に引いてください。その２軒隣の家は、３年後に引いてくださいと。バラバラ、個別

に、今、注文が来ているわけです。受注発注で工事を行う。飛んび飛んびに行うというの

は大変非効率です。もし水の道であります水道管を需要に応じてバラバラに引いたら、ど

れほどお金がかかるかということであります。電気の道である電線を欲しいという人にだ

け、バラバラに引いていったらどれだけ金がかかるか。それに対して、一括工事、インフ

ラというのは、一括工事に醍醐味があるということであります。ということで、この一括

工事をすると、どれほどコストが下がるかというのが１９ページであります。 

 現在は、１回線を引くのに、１２万円ほどかかっております。これが一括工事ですと、

３万円になります。ですから、インフラというのは、ことほどさように、一括して進める

から安くできるということであります。このように、圧倒的に費用が下がる。だから、こ

れは法律で確定して、インフラは一気に引き直すということによってのみ、スケールメリ

ットが出せるということであります。 

 ２０ページをごらんいただきたいと思います。アクセス会社のメタルは１,４００円、光

１,４００円で、ここは設備を引きますが、通信の競争という意味では、データ通信料、あ

るいは通話代というのは、競争がさらに切磋琢磨が始まるということで、これはより消費

者にとって安い価格でトータルコスト提供できるということになると思います。 

 ２１ページ、構造分離ですが、２２ページをごらんいただきたいと思います。現在は、

アクセス回線と通信サービスがワンカンパニーになっております。これを構造分離すべき
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だ。そして、一気に、これを引いてしまうということであります。 

 ２３ページをごらんいただきたいと思います。左側が現在です。右側が「光の道」。この

アクセス会社、今、光は引くのに赤字だ、赤字だという声がＮＴＴさんから聞こえてきま

すが、赤字ですけど、頑張ってやっておりますという声が聞こえておりますが、アクセス

会社を分離して、メタルの年間３,９００億の維持費がなくなるだけで、アクセス会社は急

に黒字になります。大幅な利益が出るようになります。両方とも、現在のＮＴＴ株主が株

主です。ＮＴＴ株主が株主のままで、単純な会社分割であります。ですから、増益になっ

た会社の利益は、ＮＴＴの現在の株主のものになります。したがいまして、株主価値は大

幅に向上することになります。ということですね。そして、ＮＴＴの雇用問題があります。

５０代以上、団塊の世代のところに、固まりの雇用が今あります。この方々が、これから

５年間でメタルを全廃して、光を１００％引くということになると、大変忙しくなります。

人間は、要らないと言われると困るわけで、頑張ってくれ、忙しくなるよと言われると、

やる気が出てきます。余剰人員ではなくて、足りないぐらい忙しくなる。雇用の確保とい

うことであります。ＮＴＴの労組の方から見ても、いい話ではないかと思うわけでありま

す。 

 ２５ページです。つまり、構造分離は、ＮＴＴにも大幅なメリットがある。経験豊富な

人材が大いに活躍できる場ができる。会社にとっても収益性が向上すると。株主にとって、

株主価値が増えるということであれば、ＮＴＴの経営陣の皆様も、株主に対して、大いに

胸を張れるのではないかというふうに思います。 

 ２６ページが３点目です。豊かな国民生活。２７ページですが、現在、電話しか要らな

いという家庭があります。それは電話だけで結構です。単純にメタル線を光ファイバーに

置きかえるだけで、アダプタをつけることによって、今使っておられる電話が、そのまま

使えます。ですから、契約の変更は不要です。契約の変更は不要で、単に水道管が、鉄の

水道管からビニールの水道管に変わるというだけで、契約の変更は不要ということであり

ます。ですから、一気呵成に、これが行えます。 

 そうなると、何がいいことがあるかというと、例えばの例で言うと、電子教科書であり

ます。電子カルテであります。教育が、はるかに効率よくなるし、今、国家として一番費

用がかかっている医療費が、３０兆円かかっているのが、３分の１ぐらい減らせると僕は

思っております。年間１０兆円の得が国にとってあると。納税者にとってのメリットがあ

るということであります。 
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 例えば、電子教科書が２９ページですが、教科書が、はるかに感動を与えるものになる。

教育格差の解消になるということであります。すべての学生、１,８００万人に、無償で電

子教科書を配ります。その費用は、３,６００億円でできます。これは、ダム１本分の費用

より安い。ダム１本なくても、国は成り立つ。でも、子供たち、学生たちなくして、国の

将来はないということであります。 

 ３１ページ、学生の好奇心を刺激し、感動を提供する。紙の教科書よりも、はるかに大

きな感動と学習意欲を提供する。英語の発音も、はるかに上手になるというのが３２ペー

ジです。同じく、「竜馬伝」が見れれば、歴史もはるかにおもしろくなるということで、次

の３３ページですが、「国民のテレビ局」というＮＨＫのうたい文句。この国民の視聴料で

つくった番組、過去のアーカイブを１００％、電子教科書に無償で開放すると。すばらし

いコンテンツが、世界に誇る日本のコンテンツ、これを電子教科書に１００％無償開放、

教育のためであるということであります。 

 ３４ページ。こういうことで、例を挙げれば切りがありませんが、豊かな国民生活の実

現ができるということであります。 

 ３５ページがまとめでありますけれども、税金を１円も使わずに、日本のインフラを変

えようと。１００％光にする。一括整備で低料金。アクセス会社は、公営ではなくて、現

在のＮＴＴ株主が所有したままの民営カンパニーであります。構造分離は、株主、ＮＴＴ

にも大いなるメリットがあって、国民にとっても豊かなものになるということであります。

つまり、三方一両得であります。国民にとってもいい。国家においても、会社がもうかる

ようになるから税収が増える。そして、ＮＴＴにとっても、利益が増えるということであ

ります。 

 つまり、私は、きょう申し上げたかったのは、ＮＴＴにとって得だとか、損だとか、ソ

フトバンクにとって得だとか損だとか、競争を公平にやらせてくださいとか、そういう次

元での話をしたいと思っているのではないと。ＮＴＴさんにとっても、ぜひ得をとってく

ださい。日本国民にとってもと。国家にとってもと。日本が競争力をもう一度取り戻すと

いうことで、この構造改革というのは、ＮＴＴの構造分離ではなくて、日本の構造改革だ

ということであります。 

 以上です。 

【黒川座長】  ありがとうございました。 

 それでは、ご質問、ご意見を。岸さん。 
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【岸構成員】  慶応大学の岸です。お考えを詳しく理解したいと思っていますので、個

人的に一番わからない、この税金ゼロが実現できるという部分は、多分、これは、要は投

資コストが安く済みますねと。それを十分料金で回収できますということだと思うんです

けれども、この辺の詳しいデータ、多分、説明だと長くなるので、後ほどでも結構ですの

で、詳しいデータをお示しいただければと思っております。 

 その関係で言えば、例えば１６ページ、光敷設のほうが安いということの説明があるん

ですけれども、逆に、これは光に関しては、維持コストは何もかからないという前提なの

かというのも、そこで教えていただければと思っております。 

 あと、もう１つ、質問したいのが、要は、投資コストをすごく安くできると。で、十分、

料金でリクブできますという場合に、例えば方法としては、じゃ、こういうふうに安くで

きるんだと。じゃ、それをちゃんとＮＴＴがやりなさいという手もあると思うんですけれ

ども、そこで、やっぱりＮＴＴも、アクセス網を分けるべきだという、そのほうがいいん

だという理屈は何になるんですか。 

【ソフトバンク（孫）】  ＮＴＴを単に分社化するだけですから、基本的に、これはＮＴ

Ｔがやると。ＮＴＴカンパニーＡと、ＮＴＴカンパニーＢがあるとしたら、ＮＴＴカンパ

ニーＡは、分社化したＮＴＴカンパニー回線会社が行うと。ＮＴＴ回線会社は、１００％

置きかえられるわけですから、経営的に利益が大幅に出るようになる。大幅に出てきたら、

つまり、１,４００円以下で、この基本的なサービスができるようになりますので、そした

ら、徐々にその値段は、もう少し、むしろ下げられるということです。 

【岸構成員】  逆にそれを東西の中でやらせないで、ＮＴＴのグループの中でも分けた

ほうが、そのほうがいいんだというのは……。 

【ソフトバンク（孫）】  構造的に分社化しないと、ＮＴＴさんが行うという構造のまま

では、今のままでは、このアクセス回線のところと、その上のサービス、通信サービスの

会社がワンカンパニーになっていると、結局、公平な提供ができない。公平な提供ができ

ないと、我々は、例えばメタル線を使ってＡＤＳＬサービスをやっています。あるいは、

ＫＤＤＩさんも、メタル線を使って、メタルプラスという通信サービスをやっております。

これを立ち退いてくださいと言ったって、立ち退きようがないということです。 

【岸構成員】  つまり、分ける論拠は、整備のコストの問題よりも、サービスの提供の

部分ということですね。 

【ソフトバンク（孫）】  そうです。コスト的には、１,４００円以下でできる、確実に
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できると。１つの例を言いますと、光ファイバー、現在、ＮＴＴさんが提供しているのは、

発信まとめて四千数百円。もし、これを８本分けると、四千数百円を８で割ると６００円。

６００円で本来できるということなので、当然、１,４００円以下ですねということです。

ですから、１,４００円以下には必ずなるわけですけれども、ちゃんと計算して、その根拠

もありますが、まずは、１,４００円のままで、ＮＴＴさん、十分、もうけていただいて結

構だということです。もうけ過ぎたら、少しは還元しましょうと。その次の段階で考えれ

ばいいんじゃないかと思います。 

【黒川座長】  じゃ、舟田先生からいきましょう。 

【舟田構成員】  今のお話の続きなんですが、きょうのお話、コストが下がるというこ

とが中心だったと思うんですけれども、そうすると、アクセス回線会社の収入は何だろう

と。それは今の１,４００円の話ですね。 

【ソフトバンク（孫）】  １,４００円掛ける５,０００万回線になります。ですから、年

間で言うと、６,０００円掛ける５,０００万回線ですから、８,０００億円になります。 

【舟田構成員】  光ファイバーの面と、その５,０００万は電話の話ですね。 

【ソフトバンク（孫）】  物理線代がアクセスカンパニーに入ってきて、物理線代が、今

はメタル線代として入っている。それと同等のものが光回線として入る。しかし、コスト

が下がるから利益が出るということです。より出るようになると。 

【舟田構成員】  しかし、接続料は、例えば今おっしゃった８分岐の前の、例えば１芯

５,０００円というのを１,４００円にするわけですね。そうすると、収入は減りませんか。 

【ソフトバンク（孫）】  違います。今は、８芯、まとめて借りなさいと言っているわけ

ですね。ですから、まずメタルの保全費が３,９００億なくなるだけで、そのまま増益効果

が出るわけです。次に、売上としては、メタル線と光線が同じ単価であって、回線数がメ

タルと同じ回線数いけば、確実に売上は立つわけです。コストが下がるから、当然、増益

になると。単純な算数ですから、あとでゆっくり検算してください。小学生でもわかる範

囲の算数ですから、十分計算できると思いますから、ゆっくり後で計算いただきたいと思

います。 

【北構成員】  まさに大風呂敷なご提案だと思いますけれども、カバー率ではなくて、

利用率であって、４,９００万世帯すべての軒先ではなくて、家の中まで引き込むというこ

とですね。 

【ソフトバンク（孫）】  そうです。 
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【北構成員】  これを一気呵成に、日本全国でやったときに、最短でどのぐらいの時間

で実行可能ですか。 

【ソフトバンク（孫）】  ５年です。 

【北構成員】  ５年ですね。 

【ソフトバンク（孫）】  はい。 

【北構成員】  そうすると、特定の地域ごとに、メタルとの併用している期間というの

が、やはり５年かかるエリア……。 

【ソフトバンク（孫）】  いや、併用は１カ月です。光を引いたら、１カ月以内にメタル

を撤去すると。 

【北構成員】  そのエリアにおいてはですね。 

【ソフトバンク（孫）】  そうです。 

【北構成員】  ただし、日本全体で見れば、５年かけて引っ張っていくわけですから。 

【ソフトバンク（孫）】  そうです。今のままでいくと２０年かかると。 

【北構成員】  それを一気に引きはがすと。 

【ソフトバンク（孫）】  そうです。 

【黒川座長】  次は町田さんでしたか。 

【町田構成員】  孫さん、きょうはありがとうございます。経済ジャーナリストの町田

徹です。よろしくお願いします。 

 まず、これ、何ページだったか。アダプターというのがありましたね。 

【ソフトバンク（孫）】  はい。 

【町田構成員】  メタルの電話のサービスを、これをつけるだけで光の電話のサービス

が受けられるんだという。これは一体幾らぐらいのもので、どういうふうに実用化されて

いるんでしょうか。これのコストはどういうふうに見るんでしょうか。 

【ソフトバンク（孫）】  はい。これは１台数千円ですが、これだけ大量につくれば、１,

０００円ぐらいでできると思います。しかも、これは消費者が払うのではなくて、アクセ

ス回線会社が家に引き込むときに、ついでにアダプターまでつけて帰るということですか

ら、消費者負担はゼロです。 

【町田構成員】  実用化されているわけではないんですね。これからつくってもらうと

いうことですね。 

【ソフトバンク（孫）】  されております。 
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【町田構成員】  どこでされているんですか。 

【ソフトバンク（孫）】  情報は、後で提供します。 

【町田構成員】  情報、じゃ、その件は……。 

【ソフトバンク（孫）】  ターミナルアダプターとして、既にＮＴＴさんも、光の端っこ

につけて、家庭に配っています。我々も配っています。 

【町田構成員】  通常の光ファイバーを、サービスを受けるときに、使っているターミ

ナルアダプターということですか。 

【ソフトバンク（孫）】  そういうことです。それが大量につくりますので、しかも、機

能を単純化できますので安くなると、それだけの話です。 

【町田構成員】  そういう市場予測をされているということですね。御社でね。 

【ソフトバンク（孫）】  それはもう十分、はい。 

【町田構成員】  それから、ちょっと８ページの話に戻りますが。 

【ソフトバンク（孫）】  予測ではなくて、もう部品コストの積み上げでできますので、

大丈夫です。 

【町田構成員】  ８ページで、幾つか議論されているかと思いましたけれども、ここで

言っている回線料金というのは、接続料のことを言っているんですか。それとも、消費者

のユーザー料金のことをおっしゃっているんですか。 

【ソフトバンク（孫）】  現在、ＮＴＴさんが消費者に対して、メタルの回線代として１,

４００円、サービスの基本料として、プラス３００円、合計１,７００円の基本料を取って

います。同じくＮＴＴさんが、ほかの事業者におろすときに、同じく１,４００円でおろし

ております。その料金です。 

【町田構成員】  そうしますと、ちょっと理解ができないのが、１６ページにいきます

けれども、３.９兆円のメタルの維持費の範囲内で、２.５兆円の光の整備ができるとおっ

しゃっているんだけれども、この光の整備というのは、一体どういうものが含まれていて、

それで、光の維持費というものはどうなるのか。そこのキャッシュフローも全然見えない

んですけど、こと細かに、１円単位のことを聞きたいとは思いませんが、ざっくり、どう

いう考え方でこういうふうになるのかを聞かせていただきたいんですが。 

【ソフトバンク（孫）】  はい。光の維持費は、この２.５兆円の外数でかかります。し

かし、メタルの維持費よりははるかに安いと。先ほどの写真を思い出していただきたいと

思いますが、はるかに安い維持費で済むと。「光の道」は、このシンプルな写真ですね。前
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のページに、「メタルの道」、ぐちゃぐちゃに、ものすごい維持費がかかる。ですから、維

持費がはるかに安くなるということと、２.５兆円は、１００％の世帯に、１００％、メタ

ルを光に置きかえる、すべてのコストがその中には含まれております。ですから、この外

数には、費用は、維持費以外はないと。新たなメタルの維持費がなくなって、光の維持費、

これは現在でもＮＴＴさん、かかっているんですけどね。現在でもかかっております。 

【町田構成員】  じゃ、外数っていうのは、幾らぐらいのイメージですか。 

【ソフトバンク（孫）】  光の維持費というのは、後でもう少し正確な計算して……。 

【町田構成員】  いや、本来、光の維持費が幾らで、メタルの維持費が幾らで、幾ら差

があるから、投資で幾ら出るというふうに、こういうところでは説明してもらわないと。 

【ソフトバンク（孫）】  はい、おっしゃるとおりです。 

【町田構成員】  ちょっと全然理解できないんですけど。 

【ソフトバンク（孫）】  はい、後で提供します。 

【町田構成員】  今、手元にないんですか。 

【ソフトバンク（孫）】  今、手元にはありませんけれども、光の維持費と、光の敷設の

２.５兆円を足しても、メタルの維持費よりも安いということです。足しても安いというこ

とです。それだけは、確実ですから、後で光の維持費については、数字をちゃんと出しま

す。 

 ちなみに、メタルの維持費は、１０年で３.９兆円です。２０年だと約８兆円になります

ので、もうはるかに光のほうが安いというのは、単純な算数ですから。 

【町田構成員】  これ、そうすると、ネットワークの工事費とか、そういうのも全部計

算されてということですね。 

【ソフトバンク（孫）】  全部計算しております。 

【町田構成員】  はい。じゃ、拝見します。 

【ソフトバンク（孫）】  すべて積み上げの計算式があります。 

【國領構成員】  簡単な質問でいきますけれども、背後にある想定のような話なんです

けれども、これは、仮に例えばＮＴＴ構造分離を考えてもよくて、考えた後に、設備ベー

スの競争はあるとお考えになるのか、ないと考えるのか。ないと考えるんだとすると、独

占の弊害をどう考えればいいか。あると考えるとすると、こういう一律、がんとやるのが

できないんじゃないかという。 

【ソフトバンク（孫）】  基本的に、メタル回線を使っているのを光のアクセス会社に置
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きかえるということだけでありまして、例えば東名阪のような大都市圏というのは、現在、

ＫＤＤＩさんも、東電さんから買われて光の設備を持っておられます。もしかしたら、東

電さんは、関東では、光の設備競争を継続されるとおっしゃるかもしれない。関西におい

ては、関電さんが、既に光の設備を打っております。この設備競争を継続されるというふ

うに光として、光同士の設備競争をされるとおっしゃるかもしれません。それはそれで大

いに結構であるというふうに思っております。 

 ただ、もし、それらの会社が１,４００円以下で、追加コストなしでやれるということで

あれば、競争力があるわけですから、継続いただいて、もし、結果的に１,４００円以下で

は提供できないという状況であれば、むしろ残存簿価で、このアクセス会社に買い取って

いただいて、このアクセス会社が、その後、ずっとサービスを提供できるわけですから、

スケールメリットを出せるので、アクセス会社に巻き取っていけばいいということだと思

います。アクセス会社に巻き取った後も、接続事業者として通信サービス、本業である通

信サービスは継続できると。ですから、設備競争は是々非々だと思います。何も独占させ

る必要はない。ただ、メタルを全廃するというところがキーポイントです。 

【黒川座長】  藤原さん。 

【藤原構成員】  ２２ページの図なんですけれども、アクセス回線会社が持つ設備とい

うのを、もう一度確認したいんですが、これはダークファイバーだけなのか、それとも、

ＡＤＳＬモデムに相当するＯＮＵのようなアクティブデバイスは、接続事業者の保有する

ものなのか、あるいはユーザーなのか、どこまでが。 

【ソフトバンク（孫）】  はい。このタスクフォース構成委員会のご質問への弊社回答と

いう紙がございます。その回答の紙の２３ページを見ていただきたいと思います。スクリ

ーンに、今、上に出ておりますけれども、左側が現在のＡＤＳＬ事業者です。赤い部分だ

けは、現在、ＮＴＴさんから卸売を受けて、メタルを使って、その上下のところは、みず

からの設備でやっております。光の事業になった後も、全く同じ構造であります。光の心

線、メタルの心線が、ただ単に光に、同じ１,４００円で置きかわるだけで、上下の基本的

な設備は、設備競争を継続すると。テクノロジー競争、設備競争は継続して行っていくと

いう形になります。 

 ただ、ＰＯＮと書いてあるところは、もしかしたら、先ほど、イー・アクセスさんから

も出ておりましたが、アクセスカンパニーが、光の１,４００円のところに、ＰＯＮまで含

めてやったほうが、トータルコストで下がるということは十分考えられると。 
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【藤原構成員】  ということは、ＯＮＵは、接続事業者のものということですね。 

【ソフトバンク（孫）】  そうです。はい。 

【相田座長代理】  ちょっとだけいいですか。資料５ページのところで、普及率１００％

を目指すということの意味について確認させていただきたいんですけれども、きょうのお

話ですと、アクセスラインの光化を１００％実現するということで、先ほど、２７ページ

のことなんかを考えると、ブロードバンド１００％ということを、必ずしもおっしゃって

いないということの理解でよろしいでしょうか。 

【ソフトバンク（孫）】  はい。光の心線に１００％メタルを置きかえるということであ

りまして、その状況ができれば、例えば田舎のおじいちゃんちに孫が遊びに行ったときに、

ＷiＦiで、おじいちゃんちで電子教科書を読めると。でも、おじいちゃんは、普段は電話

回線だけ使っているという状況でいいのではないか。先ほどのアダプターといったところ

に、ＷiＦiのチップもあわせて入れておくということも可能だということであります。 

【黒川座長】  まだ、こちらサイドには、皆さんの顔を見ると、いっぱい質問したがっ

ている感じがありますので、後で、まとめて質問は、もう一度お送りしたいと思いますの

で、ご対応をお願いしたと思います。どうもありがとうございました。 

【ソフトバンク（孫）】  ありがとうございました。 

【黒川座長】  ここで、一度休憩を入れまして、次のスタートは７時５分からというこ

とにしたいと思います。 

【ソフトバンク（孫）】  最後に一言だけ。ＮＴＴの構造改革ではなくて、日本の構造改

革と、このことだけを、もう一度、力説しておきたいと思います。よろしくお願いします。 

（ 休  憩 ） 

【黒川座長】  原口大臣は、公務のために退席されました。 

 それでは次に、ＫＤＤＩ株式会社よりご説明をお願いしたいと思います。小野寺さん、

よろしくお願いします。 

【ＫＤＤＩ（小野寺）】  ＫＤＤＩの小野寺です。大臣、副大臣がいらっしゃらないので、

ちょっと迫力に欠けるところがあるんですけど、ぜひ座長はじめ構成員の先生方に、当社

の意見もよろしくお伝えいただければと思います。 

 これは資料の構成ですので、ただ、注のところにちょっと書かせていただいています。

ここは後からお読みいただきたいと思いますけれども、ボトルネック設備とか、アクセス

分離とか、市場支配力とか、ユニバーサルサービスという、いろいろな使い方がされてい
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ると思いましたので、当社の定義はこうしていますよということを、まず申し上げました。 

 我々も「光の道」の構想の実現というのは必要だと思っておりまして、ただ、大臣のほ

うから出ております３点について、当社の考え方をまず示させていただきました。「光の

道」の構想の中で、我々が一番考えていますのが、昨年１２月の合同ヒアリングでも申し

上げたとおり、１９８５年に競争が導入されて以降、実施のタイミングと一部の課題を残

しつつも、通信料金の低廉化が進み、多様なサービスが出現し、経済全体の成長にも寄与

してきたと思っています。こうした過去の評価を踏まえまして、「光の道」の整備や電気通

信市場のより一層の競争促進によって、民間主導で進めるべきだと思っております。 

 なお、条件不利地域の整備については、公的資金を導入せざるを得ないこともあるかと

思いますけれども、その場合でも事業者間の公正競争をゆがめない形で行うべきだという

のが、まず１点目です。 

 次に、「国民の『光の道』へのアクセス権の保障」と。「－ユニバーサルサービスの見直

し－」というのが副タイトルについているかと思いますけれども、我々はここをどう考え

ているかということなんですが、まずユニバーサルサービスという定義をどうするかとい

うことが、非常に問題だと思っております。ユニバーサルサービスという定義でやる以上、

国民生活に不可欠なサービスを維持するため、最終的には全国民が平等に負担するのがユ

ニバーサルサービス料金だと思っておりまして、実は過去の競争政策のレビュー部会の第

８回の資料を見せていただきましたら、ユニバーサルサービス制度は、国民生活に不可欠

な通信サービスの維持コストについて、ＮＴＴ東・西だけでなく、関係する電気通信事業

者も応分に負担する仕組みでありという記述になっています。法律上はこれに近い記述で

すけれども、実際にはエンドユーザー、国民の方々にご負担いただくことによって、その

ユニバーサル料金の運用をきっちりと監視できる仕組みをつくらないとだめだと思ってい

ます。したがって、補てん地域と競争地域間の会計分離等によって、より透明性を確保す

べきだと考えています。 

 ３点目ですけれども、「ＩＣＴ利活用促進による『豊かな社会』の実現」と。問題はこれ

をどうやってやるかという問題だと思います。そのためには、やはり全国民が必要性、利

便性をみずから実感できる仕組みがないと、なかなか国民がブロードバンドを引こうかと

いう意識にならないんじゃないかと思うんです。 

 そういう意味でいいますと、政府の重点取り組み分野であります電子政府、医療、教育

等における公的機関の、ここに先導的な役割と書かせていただきましたけれども、やはり
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ここを先にやらないと、なかなか普及には結びつかないんじゃないか。そのために、ＩＣ

Ｔ利活用の促進につながる積極的な規制改革の実施が、当然必要だと思います。その先導

的な役割と同時に、民間のそういう工夫で新たな価値、サービスを組み合わせることによ

って、ＩＣＴ利活用の加速度的普及が可能になるのではないかと思います。 

 我々、「光の道」の中でずっと考えてきていますのは、やはり競争をどう促進させるかが

一番重要な要素じゃないかと。新たな価値の実現のためには、アクセスを含む設備レイヤ

ーでの競争をはじめとする、あらゆるビジネスモデル間での競争が必要なのではないかと

思います。今後、今までのように通信事業者、下位レイヤーを持っているところだけが強

くなるという時代ではないと思っていまして、むしろ上位レイヤーが強くなることもあれ

ば、携帯に見られるように、端末のメーカーのほうが強くなることもあり得る。 

 そうしますと、この多様な事業者が公正競争できるためには何が必要かとなると、ボト

ルネック設備による公正競争上の問題が１点。２点目は、総合的な事業能力等によるＮＴ

Ｔグループの市場支配力の問題、この２つをどうしていくかというのが、一番大きな要素

ではないかと我々のほうで見ております。 

 公正な競争を実現する上での課題としてここに書いていますけれども、ＮＴＴグループ

には引き続きドミナンス規制が必要だと私は思っています。ＮＴＴの市場支配力というの

は２つ要素があって、ボトルネック独占の問題と総合的な市場支配力の２つが合わさった

市場支配力だと思っています。したがって、これまでの競争政策をより推進して、さらに

競争を活性化するのが一番いいんだろうと我々は思っております。 

 この９９年の再編以降も、各社さんおっしゃっていたように、ＮＴＴグループ各社が、

持ち株会社のもとでＮＴＴ東・西を軸にして連携して、各サービス市場で競争事業者を圧

倒する市場支配力を持ち続けているというのが実態だと思います。設備競争の拡大という

意味でいいますと、我々のほうではこれまで関東、中部で、自前のアクセス網を敷設して

きています。ここは一番最初にご説明されたケイ・オプティコムさんとほぼ同じような状

況で我々もやらせていただいています。 

 もう１つは、ここに札幌、仙台、宇都宮、金沢と書いてありますが、実はこの４地域は、

当社がＮＴＴさんのダークファイバーを借りて、みずからのサービスをやっております。

いわゆるシェアドアクセスという方法をとらせていただいています。我々の考えは、一番

最初のケイ・オプティコムさんのお話の中で出ていませんでしたけれども、実は北海道、

東北、北陸では、地域系の事業者さんがＦＴＴＨのサービスをやっておられません。 
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 そのために、そういう地域での競争を加速するためには、我々はＮＴＴさんのダークフ

ァイバーを借りて、シェアドアクセスでもやるべきだという考えで、まずやれるところか

らやろうということでやらせていただいています。幸い、より高速で低廉な１ギガのサー

ビスをやっているものですから、それらの地域でもそれなりのお客さんをとらせていただ

いていますし、エリアは限定されるかと思いますが、こういう競争も、準設備競争も可能

だと思っております。 

 ＣＡＴＶについてはＪ：ＣＯＭさんのほうがお話しされましたけれども、我々の子会社

のＪＣＮでも、同じように１６０メガのサービスをやっております。ＫＤＤＩグループの

ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶインターネットの回線数、ここにありますように、現時点でいうと１

５０万を超えてきたというところまできております。ＣＡＴＶを入れると、もう２００万

近い数になります。やはりこのような設備競争が非常に重要で、特に我々、ＦＴＴＨでお

客さんが伸び始めたのは、実は１ギガのサービスという、他社とは違うサービスを始めた

ことによって伸び始めています。したがって、設備競争はやはり必要だというのが我々の

理解でございます。 

 ８ページですけれども、ここは設備競争の拡大ということで、むしろ線路敷設基盤、管

路・とう道・電柱等の利用に課題があります。開放徹底・ルールの強化でここは競争促進

が必要ですということを申し上げていますが、これは構成員の先生からもらった問５に対

する回答のところに、かなり詳細に書かせていただいています。また、ケイ・オプティコ

ムさんの資料の１０ページに、これだけいろいろ手続が要るんだということを書いておら

れますけれども、まさしくそのとおりだということで、やはりここのところを開放徹底し

ていかないと、なかなか設備競争も非常にやりにくい状況であるのは、事実でございます。 

 次のページですが、設備競争の拡大には、やはりどうしてもある程度時間が必要でござ

います。一方では、すべての利用者の多様な選択肢の確保というのも必要だと思っており

まして、設備競争とともに多様な事業者によるサービス競争、これも一緒にやっていかな

いといかんだろうと思っています。 

 我々としては、必要な措置として、現行ルール、ダークファイバー等のアンバンドル義

務の継続、これは参考１と書いていますけれども、前回の第１回の合同ヒアリングの資料

に記させていただいています。これをぜひ継続していただかなければいけない。 

 もう１つは、アクセス回線と一体で機能するように構築された次世代網、ＮＧＮの開放、

これはテレサ協の方がおっしゃっていたところとリンクする問題でございます。ここがや
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はり必要で、ボトルネック設備の問題というのは、やはり存在していると言わざるを得ま

せん。ボトルネック設備の問題は、実はボトルネック設備そのものよりも、それに起因す

る公正競争上の問題のほうが大きいと思っております。ここにありますけど、ダークファ

イバー等の利用における手続・リードタイムの非同等性であるとか、競争事業者の接続情

報の不正流用という問題が実際に発生してきているということでございます。 

 ボトルネックを解消するためには、我々はＮＴＴ東・西のアクセス部門の完全資本分離

が一番有効なんだろうと思っています。分離後のアクセス会社に設備開放義務を負わせる

ということと、実効性担保のために開放状況について公正競争を監視する機能も必要であ

ろうと思っております。ただ、これだけで十分だとは思っておりませんで、総合的なＮＴ

Ｔグループの市場支配力の問題を考慮して、ここの部分をどのように措置すべきかは、も

う少し議論は必要なんだろうと思います。いろいろなやり方があるだろうと思います。 

 やはり最大の問題は、総合的な市場支配力の問題のほうがずっと大きいと思います。こ

れは先生方ご存じのように、通信が設備産業で、どうしてもボトルネックの問題が解決し

ても、ネットワーク外部性が働く要因は必ずあります。つまり、自然独占にいく可能性は

十分あるということなんです。したがって、市場支配力の強い事業者のシェアは、さらに

増大する可能性がある。その結果として、利用者の選択の自由度が狭まる。これは大問題

だと思っております。 

 市場支配力に対する規制により競争を促進する必要があるというのが、我々の最大のお

願いでございます。欧州では、設備シェアを発動の前提とせずに、設備シェアを含めた総

合的な企業の市場支配力、いわゆるＳＭＰと言われていますけれども、これを認定する、

実は通信法上の枠組みがあるわけです。これは、次のページに各国の状況を書かせていた

だいています。日本以外の先進的な国では、ほとんどのところで指定電気通信設備である

ことを前提にしている日本の規制ではなくて、市場支配力に着目したルールが既に整備さ

れております。ここのところが、日本では残念ながら非常に遅れている。この市場支配力

を有する事業者に対する競争ルールを整備していけば、もしかすると、先ほどのアクセス

分離の問題は解決するのかもしれません。これはわかりません。ここは皆さんで十分議論

していただきたいと思います。 

 我々が一番問題だと思っていますのは、市場支配力をどうしていくかということを考え

ないと、ほんとうの意味での競争は促進されないと思っているわけです。ここに書いてい

ますように、アクセス分離だけで公正競争が担保されるわけではなくて、顧客基盤、ブラ
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ンドを継承していますＮＴＴグループの市場支配力は、引き続き強大化すると我々は見て

おります。我々もこれに対して、最大限の努力を今やらせていただいていますが、やはり

例えばブランド力であるとか、従来のメタルの顧客基盤というものは、非常に強力なもの

がございます。我々としては、やはりここに反競争的行為を抑止するための仕組みをぜひ

入れていただきたいと思っているわけです。 

 ここに書かせていただいていますが、グループ連携に起因する公正競争上の問題として

は、例えばとして「ＮＴＴ東・西とＮＴＴコムや子会社による共同営業のおそれ」と書い

ています。我々は、ここは共同営業があると思っておりますけれども、その証拠を示せと

言われても、我々は残念ながらＮＴＴさんの内部情報を持っているわけではありませんの

で、ただ、いろいろなところからこういう情報を得てはおります。また、ドコモショップ

におけるＮＴＴ東・西サービスの連携販売で、ここは内部補てんの懸念があるんじゃない

かと思います。ショップがやっているんだから関係ないということではないと思っており

ます。 

 これらの懸念なんですけれども、近年、グループ一体経営が強化される中で、むしろ顕

著となってきている。例えば、今日、Ｊ：ＣＯＭさんもちょっとお話しになっていました

けれども、それからケイ・オプティコムさんもお話しになっていましたけれども、ＮＴＴ

東・西があたかも放送サービスを提供しているように広告宣伝を行っています。フレッツ・

テレビの販売を見ても、明らかでございます。この問題は、競争事業者にとっては非常に

大きな懸念でございます。ここを、単純に現在のＮＴＴさんの接続会計報告書をもとに、

現在のアクセス会社だけを分離したらどうなるかということを単純に計算しただけです。

何も細工はしておりません。 

 これをご覧いただきますと、アクセス会社、いわゆる管理部門の売り上げは、１兆８,

５３０億でございます。これを差っ引いて考えても、我々、ソフトバンクさんの固定を入

れても、ＮＴＴ東・西の利用部門とＮコムさんを合わせると、なんと売り上げシェアは７

５％でございます。たとえアクセス分社をやったとしても、これが事業者の売り上げシェ

アでございます。もちろん、アクセス会社についてどう分けるんだという議論はいろいろ

あるんだろうと思いますが、一番単純なのは、今の接続会計で、アクセスを会計分離して

いますから、それをやっただけでございますので、他意は全くございません。 

 最後に、公正競争の実現に向けてということで、ＮＴＴの市場支配力、ボトルネック独

占と総合的な市場支配力がもとになっているということから考えますと、総合的な市場支
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配力に基づく競争ルールの整備をきちんとやっていただくか、もともとの予定であった持

ち株会社をなくして、市場支配力そのものをなくすという措置が必要ではないかというの

は、我々の理解でございます。これは３月２９日の過去の競争政策のレビュー部会の第１

次案に、残念ながらＮＴＴさんの組織問題について取り扱った項目は、現時点ではないと

思います。これはもちろん第１次案ですから、今後この点をきっちりやっていただけるの

ではないかと思って、期待しております。 

 この問題については、大臣の「光の道」構想の中にも、ＮＴＴ組織を含むという表現に

なっておりますので、そのためにもぜひ過去の競争レビューの中で、このＮＴＴの組織問

題をきっちり議論していただいて、それで最もいい案をつくっていただきたいと思います。

よろしくお願いします。まとめのところは今申し上げたことをまとめているだけでござい

ますので、後でお読みいただければと思います。 

 以上でございます。 

【黒川座長】  ありがとうございました。それではご質問、ご意見ありますか。じゃ、

國領さん、お願いします。 

【國領構成員】  ありがとうございました。８ページから９ページにかけてのことをお

伺いしたいんですけれども、つまりボトルネックは何であると考えるかという部分で、８

ページはどちらかというと、設備競争を重視して、線路敷設基盤の開放の話をされていて、

これはこれでそうかなという感じがします。 

 ９ページのほうは、ダークファイバーとおっしゃっていて、これは、線路の敷設そのも

のはＮＴＴかどうか知らないんですけれども、別の人のを使うという話かと思います。 

 もう１つ何度も議論に出てくるのが、ＯＮＵまで含めるとか含めないとかという話かと

思うんですけれども、この辺について何か、どれがいいのかということについてお考えが

ありますでしょうか。 

【ＫＤＤＩ（小野寺）】  当社の考え方ですから、これは皆さんで議論していただきたい

と思うんですが、國領先生ご指摘のとおり、最初の８ページの部分は、まさしく線路敷設

基盤そのものがボトルネックの大もとであるということを申し上げたかったわけです。 

 一方、ダークファイバーのアンバンドル義務継続というのは、今やっていることを逆戻

りしては困りますよということを申し上げているわけです。先ほど申し上げたように、我々

が自前で設備を打って競争するところでは、自前設備をきちんと打っていくつもりがあり

ますと申し上げているんです。ただ、それですべての地域で競争ができるかとなると、先
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ほど申し上げたように、実際に地域系のＮＣＣがＦＴＴＨをサービスしていないところで

は、我々はＮＴＴさんのダークファイバーをアンバンドルで借りてやらせていただいてい

るので、この両方が必要ですということを申し上げているだけです。 

【國領構成員】  そうなりますと、今度はじゃあ１１ページのアクセス部門というのが

どの範囲のことをおっしゃっているのかという話になるかと思いますが。 

【ＫＤＤＩ（小野寺）】  私は、このアクセス部門というのは、どう考えるかによって非

常に変わってくると思っています。ただ、当社の意見は、基本的にはファイバーならファ

イバーだけ、そこにＰＯＮがあることをどう考えるかというのは議論しなきゃいかんと思

いますが、基本はファイバーはファイバーだけ、カッパーだけと、アクセスの線路の部分

だけというのが、今の基本的な考え方です。 

【黒川座長】  では吉川先生。 

【吉川構成員】  １７ページなんですけれども、東アクセス会社、西アクセス会社、こ

れは先ほど私が別の会社の方にもご質問したことと同じ質問なんですが、結局ここの会社

って、インセンティブは何なんでしょうと。設備については、どうやら設備競争もやるべ

きだとおっしゃっているので、独占じゃない、ただ寡占はしていますと。でも何らかの規

制で、ここは縛る必要がありますねと。じゃあこの会社って一体、どういうインセンティ

ブで機能する会社なのかと、またこれはイメージが非常につかみにくいのかなと思ってい

まして、これはもしイメージがあれば教えていただければと。特に東アクセス、西アクセ

スの株主の立場で考えると、一体その株主の人は何がうれしいのかが、私はちょっとまだ

イメージがつかないので、もしイメージがあれば教えていただければと。 

【ＫＤＤＩ（小野寺）】  私は、アクセス会社のインセンティブは何かというお話だと思

いますが、ここは当然のことながらどの会社でもそうですけれども、会社として独立すれ

ば、いかに利益を上げるかということを考えるのは当然だと思います。そのためには、お

客さんの数を増やす。２つ目は、コストを下げる。この競争は、たとえアクセス会社でも

一緒だと思います。アクセス会社から見れば、ＮＴＴ東・西もお客様ですし、我々もお客

様ですし、お客様がきっちりいるんですから、お客様に対して満足度を上げて、そこで利

益を上げるというのは、企業としては当然の行動だと思います。 

【吉川構成員】  はい。 

【黒川座長】  いいですか。 

【相田座長代理】  じゃ、よろしいですか。 
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【黒川座長】  はい。 

【相田座長代理】  ただいまのあれに関連して、この東アクセス会社、西アクセス会社

がＮＴＴ東・西なりＫＤＤＩさんをはじめとするお客様に対して光ファイバーを提供する

料金は、現状ですとかなり原価プラス適正利潤ということで、がちがちに決まっているん

ですけれども、今のインセンティブというあたりを絡めて、そこら辺についてはどうある

のが望ましいとお考えか。 

【ＫＤＤＩ（小野寺）】  私は先ほど申し上げたように、たとえアクセス部分であろうと

も、競争が必要だと思っています。競争する上で、当然、その会社が成り立たなきゃいか

んわけですから、先ほど申し上げたように、そのアクセス会社は、まずはコストに基づい

た料金を決めるというのは、当然のことだと思います。 

 その料金について、例えば我々が今、関東と中部でアクセス系を持ってやっていますけ

れども、この会社と同等の条件で競争ができるのであれば、つまりコストはどちらが安い

かということを常に考えて、そこでコストの安いほうを使うとなっていけば、当然のこと

ながら、コストはお互いに努力して下がっていくということになると思います。 

 ですからそのコストを下げる要因というのは、まさしくアクセス会社が分社されて初め

てそこのコストを下げようという要因になるんだと、私は思います。 

【町田構成員】  小野寺さん、今日はありがとうございます。経済ジャーナリストの町

田徹です。伺っていますと、競争環境を整えることが大切だよということで一貫したプレ

ゼンテーションかと思うんですが、そもそも２０１５年という年限を切って、高速のブロ

ードバンドをやりましょうという議論がスタートであって、そのために何が大切かという

議論をしていまして、その前段部分について、例えば２０１５年がいいのかとか、あるい

はどういうネットワークを整備するのがいいのかとか、そのあたりについてご意見があれ

ば伺っておきたいなと思ったんですが。 

【ＫＤＤＩ（小野寺）】  我々、２０１５年というタイミングをとらえれば、すべて光と

いうことではないだろうと思っています。先ほどＣＡＴＶの話もありましたけれども、そ

れと同時に、実は我々、地域ＷｉＭＡＸについても、当社のほうで地域ＷｉＭＡＸの事業

をやりたいという方々にいろいろな協力を差し上げています。ですからアクセス系の技術

については、最終的には光に行くと思いますが、光にすべてが行くまでの間は、当然、幾

つかのものが、いろいろなものが併存して、ここもまたコスト競争でもってやればいいん

だろうと思うんです。ですから最終的には１００メガとかいうスピードが必要だというこ
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とで結構だと思いますけれども、差し当たってほんとに１００メガが要るんですかと。 

 これは何とも言えませんけれども、私の単純な見方ですけれども、ハイデフィニション

のテレビが１チャンネル見れるという前提で考えると、圧縮方式にもよりますけれども、

ベストエフォートで考えても、３０メガあればいいんじゃないかなというのが、１つのク

ライテリアだと思います。ですけど、これでいいかどうかという議論はまだあると思いま

す。したがって、２０１５年までにブロードバンドを１００％加入できるようにするとい

う意味では、光だけではとても無理ですし、光プラスいろいろな仕組みを使ってやってい

かざるを得ないと思います。 

【舟田構成員】  ユニバのこと、３ページのところですけれども、ここでおっしゃるこ

とはなるほどと思いますけれども、これは現行のを前提にして、つまりＮＴＴのアクセス

会社を分離しない前提でお書きになっているんだと思いますけれども、もしも資本分離と

かなった場合は、どういうことをお考えなのか。あるいは私どもはユニバーサルサービス

の定義といいますか、中身を変えようか、もしかしたらＱ＆Ａに答えが書いてあるのかも

しれません。私、今日いただいたものですからわからないんですけれども、ここを簡単に

ご説明いただければ。 

【ＫＤＤＩ（小野寺）】  我々は、アクセスを分社するしないに、かかわりはないと思っ

ています。といいますのは、アクセス会社はあくまでもインフラ部分を持つだけですから。

インフラを引く責任を負わせるのがユニバーサルサービスなのか、それとも上のサービス

がユニバーサルサービスなのかといえば、上のサービスだと思うんです。 

 そうすると、例えばアクセス会社が、光はここまでですとなったら、その後、じゃあど

う整備するんだというのは、例えばですけれども、ＣＡＴＶがルーラルまで行っているん

だったら、ＣＡＴＶでもいいでしょうし、地域系のＷｉＭＡＸで、いわゆる固定のＷｉＭ

ＡＸでやれるなら固定のＷｉＭＡＸでやってもいいでしょうし、そこの部分はまさしく極

端な言い方ですけれども、競争入札でもいいと思うんです。そこの部分を一番安く提供で

きる人が提供すればいいんだと思います。その上で、ユニバーサルサービスはあくまでも

サービスですから、この提供事業者は上の事業者ですから、東・西なのか我々なのか、そ

の提供事業者もいろいろあって一向に構わないんだろうと思います。 

【黒川座長】  藤原先生。 

【藤原構成員】  インターネット総合研究所の藤原でございます。１６ページのアクセ

ス会社のイメージなんですけれども、今日、この話が出たのは多分３件目ぐらいでして、
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それぞれの事業者さんのイメージがあったんですけれども、１つはこれ、株主構成はたし

かソフトバンクの孫さんは１００％ＮＴＴさんの会社であるというお話でしたし、イー・

アクセスさんは別の資本も入ってくるというようなお話もありましたけど、資本構成のお

話と、それからこの会社の競争原理が働くとしたら、競争相手というのは同じレイヤーで

存在する、どんなイメージをお持ちかと。 

【ＫＤＤＩ（小野寺）】  まず競争相手ですけれども、例えば、今日お話しになったケイ・

オプティコムさんのような地域系の会社で、我々も一部持っていますけれども、自前で設

備を持っている会社が競争相手ですよね。そこの設備のコストと、このアクセス会社の設

備コストとの競争になると思います。ですから、アクセス会社よりも競争相手の会社のほ

うのコストが低ければ、ここを使わなくなる可能性があるわけですから、そうなれば当然、

ここはコスト削減の努力をやるはずですよね。ですから、競争相手がなければ、そのイン

センティブは働かないですから。ですから我々は、アクセス会社を分離すべきだと思って

いるわけです。 

 問題は、その資本構成をどうするかという問題です。これは我々もいろいろ考えている

んですが、ここの中では基本的にはＮＴＴ持ち株から外すべきだろうと思っています。と

いいますのは、ＮＴＴ持ち株の中でやるということは、今までの会計分離とそう大きな差

が出ないんじゃないかということを危惧しているということです。今まで、アクセスにつ

いては会計分離できちんとコントロールされていることになっていますが、残念ながらそ

うコントロールされていると思っておられる方は、いらっしゃらないんじゃないでしょう

か。 

 私もこれは変な言い方をしますけれども、今回、この資料をつくるときに、管理部門の

売り上げはどれだけあるのといって調べさせたら、この売り上げなんです。１兆８,５３０

億というのが。これは東・西を合わせたアクセス部門の管理部門の売り上げなんです。先

ほどから先生方がおっしゃっているように、ここは管理部門ですから、適正利潤が乗っか

ったトータルの売り上げの格好になっています。ですから、これが正しいかどうかという

のは全く別問題です。ですけれども、こうやってきっちり分ければ、持ち株から分けただ

けでここの効果はそれなりにできるだろうと思います。 

 ですから、何回も行きつ戻りつの議論になって申しわけないんですが、一番最後の絵に

示してあるように、本当に持ち株をなくしてしまったときに、このアクセス分社が必要か

という議論は、別問題があるんだろうと私は思うんです。これはもちろん、ヤードスティ
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ック競争とか全部やるという条件で、ＮＴＴの持ち株がない状況でやったときに、もとも

とこれで構造分離して、資本分離をやって、競争が働くと皆さんお考えになってこれをや

ったわけですから、もとに戻って１回やってみるというのも１つの手だと、我々は思って

いるわけです。 

【黒川座長】  ありがとうございました。 

【ＫＤＤＩ（小野寺）】  ありがとうございました。 

【黒川座長】  それでは最後になりました。お待たせしました。日本電信電話株式会社

よりご説明をお願いいたします。 

【ＮＴＴ（三浦）】  ＮＴＴの社長の三浦でございます。今日は副社長の鵜浦と東日本電

信電話株式会社の江部と、３人で参りました。最後になりました。大変長い間、時間が経

過して、お疲れだと思いますけれども、できるだけ簡単に要領よくやりたいと思っており

ます。 

 それでは早速資料に入らせてください。１ページ目は、今日私がお話をしたい項目でご

ざいます。この５つについてお話をしていきたいと思います。 

 まず最初に、我々ＮＴＴは、光を含めてブロードバンド・ユビキタスサービスを花開か

せたいということで、中期経営戦略というのをつくりまして、この普及、拡大に取り組ん

できました。光のカバー率というのが世帯で約９割超、全体的に見ましたときに、その結

果、最近では３割しかと言われるんですけれども、現状では世界では韓国と並んで最も進

んでいると思っておりますし、料金的にもパケット当たりの単位で見れば最も安いと言わ

れております。我々は、さらにこのブロードバンドアクセスを含めたサービスを普及、拡

大させていきたいと思っております。そういう我々の今後の引き続きの意思というのを、

まず明確にお話をしておきたいと思います。 

 翻って、本タスクフォースにおかれては、パラダイムシフトが起こりつつありますＩＣ

Ｔ市場において、ぜひアクセスに限定せず、コンテンツ／アプリケーション、ユーザー端

末、ＩＳＰなども含めまして、広く情報通信全般にわたって包括的な議論がなされること

を期待しております。そういう意味で、若干アクセスというところが強調され過ぎている

のかなと、今の議論を聞いておりますと、そういう感じを持っております。ぜひトータル

で議論していただきたい。 

 その際には、ブロードバンドで実現したいサービスは何なのか、そのために必要な速度

はどの程度か、あるいはそれは実効速度なのか、ベストエフォートとしてのカタログ的な
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意味合いなのか、この辺も含めて、いろいろなタスクフォースの議論を聞いても、先生方

の間でもいろいろな意見があります。また、これはそう簡単な話ではないと思っておりま

して、その前提としてどういうサービスをやるのかということがきちんと整理されないと、

なかなか出てこないんだろうと思いますが、いずれにしても、そこを明確にする必要があ

ると思っております。 

 場合によっては、そういう意味でいうと、放送との関係まで議論が行き着くのかもしれ

ません。我々としましては、当面は今いろいろ言われている電子政府なり教育の問題、こ

ういったものも必ずしも１００メガなくても十分サービスできるだろうと。普通のサービ

スであれば、数メガで十分できると思っておりますし、せいぜい１０メガ単位のところで

十分だろうと思っております。将来は別でございます。 

 以下につきまして、まず、論点で整理をされています。大きな意味で２つあると思って

います。９０％から１００％へという課題が１つございます。これについては、今までも

ＩＲＵを含めて公設民営でやってきました。これからもなかなかここは競争が入らないと

いう意味でいえば、引き続きこういった制度を利用していくことによって、１００％は可

能だろうと思います。ただ、その場合に全部を光でやるのか、そのほかの手段にもよるの

か、この辺は大いに議論をする余地があるんだろうと思っております。 

 一方、問題は、この３０％を１００％にする、この問題点です。私は、先ほど来、意見

を拝聴しておって、何もすべての家庭に光ということじゃないと。メタルが光へ、最終的

に固定は光になればというお話なども出ておりますけれども、やっぱり今見ますと、固定

でも、光もあればＣＡＴＶもある。場合によってはＡＤＳＬで間に合うところもある。携

帯無線でも、携帯もあればＷｉ－Ｆｉ、ＷｉＭＡＸ、いろいろなものがあります。携帯で

も、いよいよＬＴＥがスタートしようとしています。そういう意味でいうと、トータルと

してこれをどう進めていくのかという議論が必要なんだろうと思っております。 

 したがって、光という特定の技術で、２０１５年という期限を切って整備し、１００％

の普及を目指すというのは、後でも申し上げますけれども、非常に問題も多く現実的な解

ではないと思っております。 

 ３ページをごらんください。我々はこれまで、普及に非常に一生懸命努力してまいりま

した。やはり重要なことは、１つはサービスの充実というものと、使いやすい端末・料金

というものが必要だろうと思っております。サービスの充実という意味では、我々事業者

も、インターネットを利用したさまざまなアプリケーションの充実というのは、これから
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も取り組んでいかなければならないと思いますが、同時に、世界と比較して利用が非常に

進んでいない、先進国の中ではむしろおくれていると言って過言ではない、電子政府であ

りますとか、教育、医療、こういったところを先導的に、ぜひ政府なり地方公共団体にや

っていただきたいと思っております。１０年前からＩＴ戦略本部を含めていろいろな議論

がなされましたけれども、なかなか進んでいない。ここを何とかしなければ、ブロードバ

ンドの普及は進まないだろうというふうに思っております。 

 そのためには、もちろん我々事業者も努力しなければなりませんが、例えば利用者にイ

ンセンティブが必要なのではないかと。お隣の韓国でも電子政府の普及なんかについてい

えば、いろいろなインセンティブを持って取り組んでいます。いわゆる申請なんかに対す

る割引のようなものもありますし、そういうものを使うことによって、お年玉はがきでは

ありませんけれども、いろいろな景品的なものを提供したり、そういった幅広いインセン

ティブをとっています。そういったことも含めて、インセンティブを考えなきゃいかん。 

 それから、今、日本でもエコポイントというのがはやっていますけれども、例えばテレ

ブレゼンス、テレビ会議なんかのこういったものは、利用そのものは電気を使いますが、

結果として人の移動を減らす、（Ｇｒｅｅｎ）ｂｙ ＩＣＴと言われています。だから、こ

ういったところでも、例えばエコポイントを入れていく。こういうことによっても、イン

センティブが働くし、普及が進むのではないかと考えております。いずれにしても、この

普及と、いわゆるアクセスの拡大、こういったものが両輪、むしろ普及させるためにもＩ

ＣＴの利活用が必要だろうと強調しておきたいと思っています。 

 ４ページ目は、我々がこれまで取り組んできたいろいろな取り組みについてお話をして

おります。２番目の電子政府／教育／医療なんかも、地域公共団体とは、それぞれ我々も

お手伝いしながらやってきておりますが、あくまでも地域に限定されていますし、サービ

スも限定されているわけです。先ほども申し上げたように、もっとこれをトータルな仕組

みとしてやっていただきたいということでございます。 

 今後とも教育分野でのクラウドを含めて、我々自体も、Ｎ－Ａｃａｄｅｍｙということ

で、いろいろな先生方のビジネスの講座とか、あるいは趣味の講座、あるいはスポーツの

講座、こういったものも含めて積極的に取り組んでおります。今後とも、さらに英会話な

んかも含めて、これを拡大していきたいというふうに思っているところです。 

 それから５番目に書いておりますように、光サービスについては、さらに利用しやすい

ような、例えば準定額型のサービスなど、こういったものもこれから検討していきたいと
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思っております。 

 それから先ほども申し上げましたように、いよいよ携帯も、この１２月からドコモでＬ

ＴＥサービスを拡大します。これも当初は電波との関係で、３７.５メガですけれども、２

０１４年度からは東名阪で１００メガサービスを開始することになると思っております。 

 ５ページ目をごらんください。これはＩＲＵエリアにおける光サービスの利用率を示し

たものでございます。上が岡山県真庭市でＮＴＴ西日本がやっているサービスの関係です。

それから下が、同じ岡山県で隣あっておりますけれども、ソフトバンクが提供されており

ます。これは全部、各家庭に光が入っています。しかしながら見ていただくと、ＩＰ電話

でさえ、全部利用にいきません。まして、このインターネットの普及、ブロードバンドサ

ービスの利用率という意味でいえば、全国の３割とほぼ変わらない。これを見ていただい

てもおわかりになると思いますけれども、光を張ったら利用されるかと。必ずしもそうで

はない。先ほども言いましたので繰り返しになりますが、ほんとうに使いたいサービスが

出てこないと、なかなか利用されていないというのが実態でございます。 

 ６ページ目は、前回も申し上げました。光だけの議論がされるんですけれども、ＡＤＳ

Ｌとも競争になっています。都市型ＣＡＴＶとは、まさに熾烈な競争になっています。固

定と携帯電話でさえ、今は競争になっています。若い学生の間では、もう携帯だけでいい

んだと、固定は要らない、こういうところさえあるわけでございます。そのシェアは、こ

れ以上申し上げません。 

 次にユニバーサルサービスでございます。ここは細かくいろいろ書いておりますけれど

も、要はユニバーサルサービスについて、もう少し議論する必要があるというふうに思っ

ております。その目的なり、サービス、中身、こういったものを明らかにする必要がある

と思っています。それとやっぱり、これは国民的コンセンサスが必要だと思っております。 

 具体的なサービスとして、例えばメール、ネット検索、放送等の映像サービスを、先ほ

ど来言っているように、サービスとして何をやるのか、ここら辺は明確にしなければなら

ないと思っております。具体的な制度設計としては、先ほども言いました、そのサービス

に必要な速度、技術、これは何なのか。そのためのコスト、それからどういった公的負担

の制度設計をするのか。 

 今まではＮＴＴが全国で電話をやっていたということで、今までのユニバーサル制度は

成り立っているんですけれども、固定、あるいは無線を含めて、これだけ多様な事業者、

サービスが入ってくれば、当然ユニバーサルサービスの考え方も変わってくる。そういう
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ふうに思っているわけでございます。したがって、提供主体を含めて、十分な議論が必要

だと思っております。 

 当面の間、光ＩＰ電話をユニバーサルサービスにという論点のメモが中に入っておりま

すけれども、しかしながら、音声通話の実現手段というのはＣＡＴＶもあれば……、もう

繰り返しませんけれども、携帯電話、いろいろあります。したがって、光ＩＰ電話だけに

限ってユニバということはいかがなものかなと思っています。いずれにしても、ここのと

ころは具体的な中身をもう少し議論する必要があるだろうと。 

 それから、マイグレーションについて８ページ目をごらんください。ＮＴＴとしては、

今、メタルの固定電話が４,０００万いらっしゃいます。これを２０１５年までに、現実に

光に変えていく。これはいろいろな点で難しいと思っておりまして、むしろ光の需要を喚

起していって、メタルから光へというマイグレーションを進めて、一定数のところまで減

ってきた段階で計画的なマイグレーションというものを考えると、これが経済合理性があ

るというふうに思っておりますし、これまで我が社においても、過去そういうことでいろ

いろなことをやってきましたし、例えば２Ｇから３Ｇへとか、そういった変革においても、

他社さんもそういうことをとってきております。これが現実的でしょう。 

 設備的な状況だけを申し上げますと、今のメタル、ＰＳＴＮの交換機の寿命というのは、

１０年後から順次到来します。メタルアクセスそのものは、それよりは長くもつというの

が物理的な現状でございます。そうして、ある一定のところまで減ってきたときに、この

計画的なマイグレーションを考えていきたいということで、仮に交換機の寿命がその前に

くるとすれば、今の交換機をＩＰ装置に切りかえてでもメタルを使用する。これはできる

と思っております。 

 ただ、いずれにしても、今のひかり電話でもそうですが、これをＩＰ化するときには、

公衆電話サービスをどうするのか、それからＩＳＤＮ、それからＩＧＳの交換機機能、こ

れはＰＳＴＮを前提として今やっていますけれども、こういった機能をどうするのか。例

えば、みんなでこれをつくっていくのか。これは今まで我々が持っていたから我々の機能

を使っているわけですけれども、その辺も含めて議論が必要だと思っておりまして、サー

ビスについて、この秋に概括的展望を発表したいというふうに思っております。 

 ９ページ目に、いかにマイグレーションが難しいかということを掲げておりますし、ぜ

ひご理解いただきたいと思います。 

 メタルのマイグレーションというのは、通信事業者さんもドライカッパーを含めて、い
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ろいろな利用の仕方をされていますけれども、個人ユーザーはもちろん、企業ユーザー、

あるいはホームセキュリティーのサービス事業者、それから警察の交通信号機の制御や上

下水道の監視・制御、こういった意味での政府・自治体などのさまざまなステークホルダ

ーにかかわっております。 

 例えば具体例を挙げますと、個人ユーザーでは、老朽化したマンションについては、配

管をマンションの設備管理事業者に整備し直していただく必要があります。しかし、これ

はなかなか現状進んでおりません。こういったことは、我々通信事業者だけでは難しい面

もあります。こういったところをどうするのかという問題もあります。それから企業ユー

ザーでは、現実の問題として、平日の日中の切りかえなんていうのはできません。今でも

そうです。土日とか、深夜とか、それも一定期間切りかえの時間をいただく。こういうこ

とをしている。個人ユーザーでも、なかなか切りかえの稼働日数が合わない。こういう状

況でございます。 

 それから切りかえたときには、もちろん我々の工事費はかかるわけですけれども、例え

ばＰＢＸ事業者でいえばＰＢＸを取りかえなきゃいかんとか、ＰＢＸ側にも我々と同じぐ

らいのコストがかかります。まだこれが耐用年数のきてないようなものを、計画的に更改

するなんていうのは絶対に応じてもらえないし、応じないのが現状です。それから電話を

前提とした制度というのは、加入権の問題を含めて、この辺もどうするか。これもずっと

我々はしなければなりません。 

 少し時間もなくなってきましたけれども、こういったことも含めて考えますと、とても

残り４,０００万を５年間、今年度を入れても６年間で切りかえるというのは現実的ではな

い。むしろ切りかえコストもかかるということであります。 

 次に１０ページ目でございます。情報の適正利用、これについてはもう二度と起こして

はならないというふうに、我々も厳しく受けとめております。既にここに書いております

ように、具体的な取り組みを今進めております。ここに書いてある４つのほかに、さらに

こういった改善点の運用状況について、第三者によるチェックというものも追加して実施

したいと思っております。ここまでやれば、情報の適正利用は確保できるのではないかと

思っております。 

 １２ページでございます。規制に関する考え方です。これは最初にも言いました。ＩＰ

時代を迎えて、いつまでも電話時代の規制を続けていくべきではないだろうと。これはＩ

Ｐサービスを利用するユーザーはもちろん、そういうネットワークを使ってサービスを提
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供しようとしている、いわゆるソフト提供事業者、プロバイダーといった方々から、幅広

く、もう少しワンストップでできないのという要請を受けているわけでございます。ほか

の会社にできることは、我々もできるようにしていただきたいということでございます。 

 それから、機能分離や構造分離についていろいろな意見が出ておりますけれども、これ

をやったからといって、むしろ時間やコストがかかります。先ほど来の「光の道」という

か、ブロードバンドの普及を、むしろ阻害するといってもいいと思っております。コスト

もかかります。時間もかかります。それから、むしろ企業価値が上がるという話を聞きま

したけれども、今、海外の投資家を含めてどうなっているんだと、大変なことだなと、こ

ういう投資家からの厳しい注文を受けております。とても企業価値が上がるとは思えませ

ん。さらに設備開放についても、既に世界で最も開放しております。これ以上の開放はイ

ノベーションとか、投資のインセンティブを損ないます。そういう意味で実施すべきでは

ないと思っております。 

 しかし、ブロードバンドを普及させたい。このこと自体については全く異論はありませ

んし、我々も従来から最も熱心にやってきたつもりですし、これからも熱心にやっていき

たいと思っております。 

 以上です。 

【黒川座長】  ありがとうございました。 

 それでは、ご質問、ご意見を受けたいと思います。何かありますか。 

 では、國領さんから。 

【國領構成員】  ありがとうございます。 

 ４ページの⑦が例としてとてもいいのではないかと思うんですけれども、ここにフェム

トセルの話がありまして、これが先ほどの小野寺さんのプレゼンテーションではやってほ

しくないことの代表例のような、グループ内会社間の連携の例なんだろうと思うんです。

そのときに、今いただいたプレゼンテーションの中で、１２ページの②ですけれども、「従

来の電話を前提とした規制を見直し、ブロードバンド・ＩＰの設備競争を前提とした政策

に転換すべき」で、口頭でのコメントとして他社ができることはＮＴＴもやりたいんだと

おっしゃっていて、おそらく焦点は、どうやったらそれができるようになるかということ

かと思います。今は何か両方にとって不幸な状態にあるんじゃないかというような印象が

ある中で、どういう整理をご提案いただけるかしらということなんですが。 

【ＮＴＴ（三浦）】  そういう意味で言いますと、例えば今、事業者から、あるいはユー
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ザーからの声は、何でワンストップでやってくれないの、あるいは故障でも、何であなた

のところではわからないの、そういったいわゆるワンストップに関する要望は非常に強い。 

 それからもう一点、さっきも言いましたが、コンテンツプロバイダーなんかの方々から

は、例えばＩＰに接続するサービスをするというのは、一遍接続すれば世界中につながる

のがＩＰじゃないのと。わざわざ東西別々にサーバーを立てなきゃいかんと、これではサ

ービス提供はなかなかできないねと、こういったプロバイダーからの要請もございます。

いろいろな要請はあるんですけれども、したがって、そういう意味でいえば、お客様サー

ビス、これが両方できるように規制緩和をしていただきたいというのが、私のお願いです。 

【ＮＴＴ（鵜浦）】  １点補足をさせていただきます。副社長の鵜浦でございます。 

 國領先生からフェムトセルのお話をいただきました。フェムトセルは確かにドコモがサ

ービスを開始しておりますけれども、仮に他社から、東西に対して他事業者のフェムトセ

ルをつけたいということであれば、全く同様の条件でつけることは当然のこととしてスタ

ートさせているものであります。そういった意味においては、東西の現在の設備状況を考

えれば、ＮＴＴグループだけができるということはないように、当然、他の事業者様も同

じことがやれるようにという配慮は今後ともしてまいりたいと思います。 

 先ほど申し上げたのは、逆に電話時代と違って、ＮＴＴだけができないサービスが出る

ということについてはご配慮願いたいと、こういう趣旨でございます。國領先生が言われ

た両者をうまくやらせていくことということについては、私は幾つかのやり方で可能だと

考えているところであります。 

【黒川座長】  藤原さん。 

【藤原構成員】  インターネット総合研究所の藤原でございます。 

 ７ページなんですけれども、ユニバーサルサービスは、ここのタスクフォースでも大変

議論になっておりまして、一番下にアメリカの８,０００億と比べて１９０億しかないと。

光ＩＰ電話だけでは不十分であるというお話があったと思いますが、では、どこら辺まで

をユニバーサルサービスの範囲にすればいいというふうに、何か案があればお伺いできれ

ばと思うんですけども。 

【ＮＴＴ（三浦）】  これはぜひ皆さんで十分議論していただきたいというのはあれなん

ですけれども、私は例えば音声電話、いろいろな通信手段が普及してきましたから、ほん

とうに音声だけとったユニバーサルサービスというのは必要なのかどうか、こういった議

論だってあると思っています。ましてブロードバンドということになれば、論点整理でも



 -65- 

最終的にアクセスのところへの議論になっていますけれども、音声だけの通話サービスが

ユニバとして必要なのかどうかということについては、僕はいろいろな意見があるんでは

ないかと思っています。 

【藤原構成員】  具体的には私どもの議論では、ブロードバンドサービス全般に対して

あったほうがいいんじゃないかという意見が多いわけですけれども、どのぐらいの帯域と

いいますか、１００メガだとかいろいろな意見があるんですが、どんなふうにお考えでし

ょうか。 

【ＮＴＴ（三浦）】  まさに最初に言いました、ほんとうにどのサービスが国民に不可欠

なのと。だから、先ほども言いましたように、電子政府だ何だというサービスだと、私は

数メガあれば十分だろうと。アメリカでも当面４メガという報道が出ていますけれども。

それぞれ、それがもう少し先でも、１００メガがすべての家庭にすぐ必要なんていうとこ

ろまではサービスが出てくるのかなと。例えば遠隔医療だ何だ、学校とか、こういった公

的なところは１００メガとか、むしろ１ギガとか、もっと太い回線は必要になると思いま

すし、しかし各家庭に１００メガが必要不可欠な時期がいつくるのかというのは、すぐに

はこないんじゃないかなと、個人的には思っております。 

【徳田座長代理】  お話どうもありがとうございます。 

 今日、最後の時点で、初めてメタルから光へのマイグレーションという話題が出てきた

んですけれども、ご指摘のようにサービスの多様化がどんどん進んで、３０％の利活用が

１００％にいくというのも、ほんとうにこのマイグレーションは加速すると思うんですけ

れども、もう一方、先ほどご指摘のメタルをどんどん使わなくする。マイグレーションを

加速するという意味で、三浦社長が５年間での切りかえは多分無理であろうというご指摘

をされたと思うんですけれども、今、このページ８を見ますと、どのぐらいのマイルスト

ーンでメタルが消え去っていって、光のほうへどんどんプッシュしていくかというのが、

タイムスパン的にはちょっと読み取れなかったんですが、計画の範囲で結構なんですが、

どこら辺を、１０年後から交換機の寿命がなくなってくるのでというお話は書いてあるん

ですけれども、そこまではかなり引っ張ろうと考えていらっしゃるんでしょうか。どうで

しょう。 

【ＮＴＴ（三浦）】  これは私どもだけが光サービスをやってるわけではないので、私だ

けで断言はできないと思っております。しかし、我々、今の状況でいきますと、２００万

少しというのは１年間の我々のサービスです。他社を含めて、２５０万ぐらいが光サービ
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スです。そういったところを考えますと、これからどの程度固定電話が残ってくるのかと

いうところは、１０年単位ぐらいは、少なくとも今のところは残るんじゃないかというふ

うに思っています。 

 ただ、もともとメタルについては、４年前に廃止するときには明らかにするということ

を言っておりますので、そういう意味でいうと、少し早目にこの考えはまとめなきゃいか

んと思っているんですけれども、何しろまだメタルの固定電話が４,０００万で、ほかの事

業者の方も入れて光が１,７００万の段階ですから、今からいつ固定がなくなるんだという

ことについては、あるいは、いつメタルを廃止しちゃうんだということについては、需要

を見ながら考えていくというのが一番適正なんじゃないかなと思っています。 

【黒川座長】  北さん。 

【北構成員】  野村総研の北です。 

 メタルの維持コストに比べて、光ファイバーは維持コストが圧倒的に安いというのはほ

んとうですか。 

【ＮＴＴ（鵜浦）】  では、鵜浦から答えさせていただきます。 

 先ほどそういった説明を私も初めて見ましたけれども、別途、北先生等がご質問されて、

また回答されるので、そこを見た上でないと、どうしてああいう計算ができたかというの

は理解しかねます。 

 少なくとも、あの説明の中でＮＴＴの保守要員を含めて雇用が維持されるということで

あれば、コスト的にはそのままスライドしていくというのが正しい理解ではないかと思い

ますけれども、もう少しご説明があればコメントできるかと思います。ただ、ああいった

形で、単純にコストが下がるとは思っていません。ただ、当然我々は保守コストを下げる

努力をこれまでもやってまいりましたし、今後ともやってまいる所存でございます。 

 以上です。 

【相田座長代理】  先ほどＫＤＤＩの小野寺社長から、今までの設備に則した規制とい

うよりかは、全体的な市場支配力というのに切りかえたらどうかというお話もあったわけ

ですけれども、今までのような垣根を取っ払って、ＮＴＴさん、どんなサービスをしても

いいよと。でも、その上である程度以上の市場支配力を持っているとしたら、それはそれ

で何か規制しますというようなことにもしなるとしたら、それはＮＴＴさんとしてはプラ

スと思われますか、マイナスと思われますか。 

【ＮＴＴ（三浦）】  今の規制がどういう規制なのかということにかかわると思います。
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今もいろいろな規制を受けています。世界で最も厳しい規制を受けているんじゃないかと

我々は思っているぐらいでございます。今まで以上に規制を強めていくということについ

ては、我々としては、それは避けていただきたい。そうしないと、なかなか事業運営が成

り立たないと思っています。 

【黒川座長】  では、舟田先生。 

【舟田構成員】  今日のお話で印象的だったのが、敷設率９０から１００、あるいは利

用率３０から１００というのは、なかなか現実的な解ではないのではないかということだ

ったんですけれども、後者については今メタルから光へのマイグレーションということで、

大分ご説明をいただいたんですけれども、前者というんですか、９０から１００、つまり

未整備地域について、これから５年間で整備するというのは、金さえ出せばできるのか、

その辺の見通しとかどうなってますでしょうか。 

【ＮＴＴ（三浦）】  金さえあれば原則としてできると思っています。ただ、できるとい

うのは、要するにアベイラブルになると、こういうことについていえば可能だと思ってい

ます。 

 最初に言いましたように、むしろ今までもデジタルデバイドについて私は否定している

のではなくて、ＩＲＵ方式を含めて今までもやってきましたよね。したがって、これから

も公設民営で同じようにやっていけば可能だし、それでやっていただいたらいいんじゃな

いですか。ただ、そのときにかなりのコストがかかりますから、一応そのコストを前提に、

どこまでのサービスをどうするかということはお考えいただいたほうがいいんじゃないで

しょうかということです。 

【黒川座長】  町田さん。 

【町田構成員】  三浦社長、今日はお忙しいところ、ありがとうございます。経済ジャ

ーナリストの町田です。よろしくお願いします。 

 もっと聞かせてくれと、先に質問されたことでももっと聞きたいことがいっぱいあるん

ですけれども、時間の制約があるので１点だけに絞って伺います。 

 社長のほうから先ほど、最初のステートメントの中で二度と起こさないんだと、これさ

えやればきちっと確保できるんだというお話がありましたけれども、ＮＴＴ西日本であっ

た個人情報の不正使用の問題ですね。実は、私は金融なんかも随分取材をしている関係で、

Ｍ＆Ａの情報であるとか、増資の情報であるとか、そういうインサイダー情報をきちっと

管理する意味でチャイニーズウォールとか、ファイアーウォールを金融機関は随分つくっ
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ていると思うんです。例えば４項目挙げていただいた上に、さらに第三者機関でというこ

とも言っていただいたんですが、もう少し具体的に、例えば外資系の証券会社へ行って、

例えばＮＴＴの業績をどう見ているか取材したいといって、アナリストとインベストメン

トバンク側とそれぞれ両方に頼むと、絶対同席しないんです。同じ会社の人間であっても、

我々は一緒に行動できないんだとか、どうしても一緒に出てきてくれというと、コンプラ

イアンス部門の者が立ち会ってきて、彼ら２人が交換しちゃいけない情報をお互いの前で

言わなかったかとか、そういうことを徹底していたり、あるいは個人情報を扱っている、

あるいはインサイダー情報を扱っている部署と部署の間に、明らかに物理的に違うビルで

しか扱わないとか、担当役員を変えちゃうとか、かなり徹底したことをやっているんです

ね。 

 そういう意味でいうと、両子会社――東の子会社、西の子会社でおやりになっているこ

とを、どの辺まできているのか。ここまでやるから二度と競争上の問題はないんだよとい

うところの決意も含めて、ちゃんと伺いたいなと思っているんですが。 

【ＮＴＴ（三浦）】  これは具体的に事業をやっています東の社長に答えさせます。 

【ＮＴＴ（江部）】  東の社長の江部でございます。 

 今回の西の事件は、東の私としても大変ショッキングな出来事でございまして、総務省

さんから東についてもご指導をいただきました。先ほど三浦社長が申し上げましたように

改善策を鋭意取り組んでおりますが、なぜこういうことが起きたのかということでいいま

すと、例えばＡＤＳＬというサービスは電話に重畳をしますので、電話サービスというの

が私どものサービス、それに重畳するサービスも契約約款上はうちのサービスであるとい

うことがありまして、同じ顧客管理システム上で扱っているという問題がありましたと。

それから、例えば番号ポータビリティーについて言いますと、アナログからＩＳＤＮに変

えるときに同番移行してほしいという非常に強いユーザーニーズがございましたので、そ

れに対応するためにどうしたらいいかということで、私どもは社内で同番移行のシステム

を持ってございました。その後、番号ポータビリティーという制度が導入されまして、ど

うやってやるんだということについて各事業者さんと協議をして、もちろん総務省さんが

音頭をとってということでございますが、やはりコスト的に一番安いやり方は、ＮＴＴが

持っている仕組みを流用するのが一番安いんだということで、それを使おうということに

なりました。したがって、顧客管理システムにございました。ということで、一部他事業

者様の情報が、私どもの顧客管理情報に入っていたという状況でございます。これの使用
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については、厳正に私どもも公正競争条件に十分配慮して扱うということで取り組んでお

りましたけれども、今回、西のような事件が起きてしまったということで、これを二度と、

もう物理的に、そういうことが起きないようにどうするかということで、徹底的な対策を

講じたつもりでございます。 

 システム上につきましても、営業部門は閲覧もできないと。一部ユーザー様にご不便を

かけるかもしれません。例えば私どもが電話を廃止したときに、ＡＤＳＬが重畳されてい

る場合、そちらの事業者様にもご連絡をいただかないと、解約という手続を怠りますと、

そのまま料金が請求されるということもありますので、注意喚起という意味で担当者が見

れるようにしていたんですけれども、これも他事業者様とお話をさせていただいておりま

すが、それももうやめると。間違いが起こる可能性があるのでもうやめるということにい

たしましたし、他事業者様からの工事等については、すべて設備部門で扱うということに

いたしました。もちろん情報の抽出はもうできないということにいたしました。そういう

システム上の措置もとりますし、徹底的にチェックする体制、ほんとうにそうなっている

かも含めて、徹底的に監査の体制もしっかりつくるということで、ネズミ１匹とは言いま

せんけれども、とにかく通さないというつもりで取り組んでまいりたいと思っていまして、

今回の措置で、おそらく二度とあのような事態は起きないだろうと、私自身は現時点では

自信を持っているということを申し上げたいと思います。 

【町田構成員】  ちょっと補足で伺いたいんですけれども、今、法的に見た場合、ＮＴ

Ｔ東西までは、こういうことも含めて規制の対象に入っていますが、今回、むしろ実際に

大きな問題があったといわれている西の、その先の子会社までは規制の対象になっていな

くて、法的な規制対象にすべきではないかという議論もあるんですけれども、これに対し

て何かコメントはありますか。 

【ＮＴＴ（江部）】  ですから、今度の対策につきましても、少なくとも私どもが業務を

委託している会社については、全く同じ仕組みをとるということで対応してまいりたいと、

そういうことにしております。 

【町田構成員】  ありがとうございました。 

【黒川座長】  ヒアリングをさせていただいた事業者の皆さん、今日はほんとうに長い

時間、ありがとうございました。今日、私たちは非常に有意義なご意見をたくさん聞かせ

ていただきましたので、この後の議論に十分生かしたいと思います。今後ともご協力よろ

しくお願いいたします。どうもほんとうにありがとうございました。 
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 それでは、議論は尽きなかったんですけれども、時間の都合もありますので、本日のヒ

アリングは終了させていただきます。次回の会合は、本日のヒアリングも踏まえ、両部会

合同で、引き続き「光の道」構想に関する議論を深めてまいりたいと思います。事務局か

ら、次回の日程等について補足があればお願いします。 

【淵江事業政策課長】  次回は４月２７日に開催したいと思います。また改めてご案内

の通知をさせていただきたいと思いますので、お忙しいと思いますが、ご出席方よろしく

お願いいたします。 

【黒川座長】  以上で、第９回会合を終了させていただきます。皆さん、お忙しい中、

ご出席いただきましてありがとうございました。ほんとうに協力いただきました事業者の

皆さん、ありがとうございました。 

 

以上 


